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１ . 調査研究の⽬的  
 

（１）  児童館ガイドラインの発出・改正の経緯  

 
児童館は、児童福祉法に基づく児童厚⽣施設の１つであり、18 歳未満のすべての 

⼦どもを対象とし、地域における遊び及び⽣活の援助と⼦育て⽀援を⾏い、⼦どもの 
⼼⾝を育成し情操を豊かにすることを⽬的とする施設である。国は、第⼆次⼤戦後の児
童福祉法で位置付け、推進をしてきているが、当初の健全育成という考え⽅そのものが
⼤きく様変わりしてきている。 
全国の児童館の多くが⼩型児童館と児童センターで、現在⼩型児童館は減少傾向に
あるが、児童センターは若⼲増加に転じている。⾃治体の施設マネジメントの検討過程
のなかで、施設の複合化や複数の⼩型児童館をまとめて児童センターに変えていくよ
うな検討が進められている。 
現在 4,398か所で運営主体別に公営 2,488か所、⺠営 1,910か所となっている。施設
種別数として、⼩型児童館 2,533か所、児童センター1,733か所、⼤型児童館 19 か所、
その他の児童館が 113か所となっている。実施主体は、都道府県、市町村、社会福祉法
⼈等である（令和 2 年 10 ⽉ 1⽇現在、厚⽣労働省「社会福祉施設等調査」）。 
国は、児童館の運営や活動が地域の期待に応えるための基本的事項を⽰し、 
望ましい⽅向を⽬指すものとして、平成 23 年 3 ⽉に児童館ガイドラインを発出した。
その後、改正・施⾏された児童福祉法などの⼦どもの健全育成に関する法律との整合や
今⽇的課題に対応する児童館活動の現状を踏まえた児童館ガイドラインの⾒直しが 
課題となった。 

社会保障審議会児童部会「遊びのプログラム等に関する専⾨委員会」（平成 27 年 5
⽉設置）及び同委員会に設置された「今後の地域の児童館等のあり⽅検討ワーキンググ
ループ」（平成 29 年 2 ⽉設置）において、児童館ガイドラインの⾒直しについて 
検討を⾏い「児童館ガイドライン」改正案をとりまとめた。これを経て、地域の 
⼦ども・⼦育て⽀援に資する児童福祉施設としての児童館の更なる機能拡充を⽬指し、
平成 30 年 10 ⽉「児童館ガイドライン」の改正を⾃治体あてに通知した。このガイド
ラインに⽰されている児童館の機能や役割の具体化することを⽬的とし、今後の児童
館活動の⽅向性検討に資する調査研究事業を実施する。 
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（２）  児童館に期待される機能・役割と活動内容  

 
平成 30 年 10 ⽉に通知された改正後の「児童館ガイドライン」では、児童館の機能・ 

役割として、以下の 5つの点を挙げている。 
 
１）遊び及び⽣活を通した⼦どもの発達の増進 
２）⼦どもの安定した⽇常の⽣活の⽀援 
３）⼦どもと⼦育て家庭が抱える可能性のある課題の発⽣予防・早期発⾒と対応 
４）⼦育て家庭への⽀援 
５）⼦どもの育ちに関する組織や⼈のネットワークの推進 

 
遊び及び⽣活の場での「継続的な関わり」を通して「適切な⽀援」をし、発達の増
進に努めること。また、「⼦どもの遊びの拠点と居場所」となることを通して、⼦ど
もの安定した⽇常の⽣活を⽀援することが機能として挙げられる。 
また、⼦どもと⼦育て家庭の「課題の発⽣を予防」し、かつ「早期発⾒」に努め、 
「専⾨機関と連携」して適切に対応すること。⼦育て家庭に対しては、「相談・ 

援助」を⾏い、「⼦育ての交流の場を提供」し、地域における⼦育て家庭を⽀援するこ
と。また、「地域組織活動の育成」を⽀援し、⼦どもの育ちに関する組織や⼈の 
ネットワークを推進し、地域の⼦どもを健全に育成する拠点としての役割を担う。 
つまり、児童館が地域のハブとなって、その機能・役割を定着させていくことが 
本調査研究でもねらいとなる。 

児童館を利⽤する⼦どもや保護者の様⼦を観察し、普段と違ったところを感じ取り、
専⾨機関と連携して適切に対応することが期待される機能の⼀つである。本調査研究
では、「⼦どもと⼦育て家庭が抱える可能性のある課題の発⽣予防・早期発⾒と対応」
に関して、全国の児童館において参照されたい取組の企画等を通じて、今後の児童館活
動の⽅向性検討に資することを⽬的とする。具体的には以下の 3 点に着⽬する。 

１）配慮を必要とする⼦どもへの対応  
障害の有無に関わらず、⼦ども同⼠がお互いに協⼒できるよう活動内容や環境につ

いて配慮すること。家庭や友⼈関係等に悩みや課題を抱える⼦どもへの対応、 
不適切な養育等や虐待が疑われる場合、⼦どもに福祉的な課題があると判断した場合
には、関係機関等との連携により、適切な⽀援を⾏うこと。障害のある⼦どもの利⽤に
当たっては、合理的配慮に努めること。 
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２）⼦育て⽀援の実施  
⼦どもと保護者が⾃由に交流できる場を提供し交流を促進すること。乳幼児を対象

とした活動の実施や、乳幼児と中・⾼校⽣世代等とのふれあい体験の取組を推進する
こと。地域の⼦育て⽀援の包括的な相談窓⼝としての役割を果たすこと。 

３）地域の健全育成の環境づくり  
児童館活動に関する理解や協⼒が得られるよう努めること。地域全体で健全育成を
進める環境づくりに努めること。児童館がない地域に出向いたりして、遊びや児童館
で⾏う⽂化的活動等の体験の機会を提供するように努めること。 

（３）  児童館の特性  

 
児童館ガイドラインで⽰された児童館の特性は①拠点性②多機能性③地域性で 

ある。本調査研究ではこれら児童館の特性を⽣かした取組を⾏う。 

 
これら児童館の特性を⽣かし、福祉的課題を抱える⼦育て家庭への⽀援について、 

他の⾃治体や児童館等での実施に資するモデル的事業を実施する。さらに、地域と 
⼦どもに関わる関係機関等の横展開の可能性についても考察する。 

①拠点性 
児童館は、地域における⼦どものための拠点（館）である。⼦どもが⾃らの 
意思で利⽤でき、⾃由に遊んだりくつろいだり、年齢の異なる⼦ども同⼠が⼀緒に
過ごすことができる。そして、それを⽀える「児童の遊びを指導する者」 
（以下「児童厚⽣員」という。）がいることによって、⼦どもの居場所となり、 
地域の拠点となる。 
 
②多機能性 

児童館は、⼦どもが⾃由に時間を過ごし遊ぶなかで、⼦どものあらゆる課題に 
直接関わることができる。これらのことについて⼦どもと⼀緒に考え、対応すると
ともに、必要に応じて関係機関に橋渡しすることができる。そして、⼦どもが直⾯
している福祉的な課題に対応することができる。 

 
③地域性 

児童館では、地域の⼈々に⾒守られた安⼼・安全な環境のもとで⾃ら成⻑して 
いくことができ、館内のみならず⼦どもの発達に応じて地域全体へ活動を広げてい
くことができる。そして、児童館は、地域の住⺠と、⼦どもに関わる関係機関等と 
連携して、地域における⼦どもの健全育成の環境づくりを進めることができる。 
 

（以上、児童館ガイドラインより） 
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２ . 調査研究の⽅法  
 

（１）  調査研究委員会の設置・運営  

 
福祉的課題を抱える⼦ども・家庭への⽀援体制において児童館の特性を⽣かし、地域

の関係機関等と連携する取組について、モデル的な事業を実施する⾃治体等の選定、 
評価、周知⽅法の検討等を⾏うために、有識者、児童館関係団体、市町村の児童館所管
課担当職員、児童館職員等による調査研究委員会を設置・運営した。調査研究委員会は、
下記（2）（3）（4）についても助⾔を⾏う。 

 
調査研究委員会の実施⽇時及び⽅法、議事については以下の通り。 

第１回 令和３年６⽉２５⽇（⾦）１３：００〜１５：００WEB会議 

 
1. 調査研究事業の実施計画について 
2. 児童館におけるモデル的な事業の実施候補地の選定について 
3. 実施計画を踏まえた今後の進め⽅について 

第２回 令和３年８⽉４⽇（⽔）１０：００〜１２：００WEB会議 

 
1. 取組事例発表、質疑応答「⼤分県杵築市の取組について」 
2. 児童館におけるモデル的な事業の実施候補地、企画(案)について 
3. 取組の評価・分析視点に関する整理について 

第３回 令和３年１０⽉２２⽇（⾦）１３：００〜１５：００WEB会議 

 
1. 取組事例発表、質疑応答「東京都調布市の取組について」 
2. 児童館におけるモデル的な事業実施の進捗状況について 
3. 取組の評価・分析視点に関する整理について 

第４回 令和４年１⽉１９⽇（⽔）１０：００〜１２：００WEB会議 

 

1. 児童館におけるモデル的な事業実施の進捗状況について 
2. 取組の評価について 
3. 全国⼦どもの健全育成リーダー養成セミナーの発表について 
4. 報告書について 

第５回 令和４年３⽉１０⽇（⽊）１３：００〜１５：００WEB会議 

 
1. 事業報告書について 
2. 児童館におけるモデル的な事業の評価、今後の課題や展望 
3. 本調査事業のまとめ、提⾔について 
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有識者等による調査研究委員会 

⽒名 所属 

安次富 美和 沖縄市宮⾥児童センター 所⻑ 

植⽊ 信⼀ 新潟県⽴⼤学 ⼈間⽣活学部⼦ども学科 教授 

河﨑 みゆき ⼀般財団法⼈児童健全育成推進財団 総務部 主任 

栗原 尚恒 調布市⼦ども⽣活部児童⻘少年課 主幹 

⾼橋 由⾹⾥ 北名古屋市鍜治ケ⼀⾊児童館  館⻑ 

野上 兼⼀ 杵築市福祉事務所⼦育て⽀援室 主幹 

藤⾼ 直之 ⽴正⼤学 社会福祉学部⼦ども教育福祉学科 専任講師 

 
＜事務局＞ 

⽒名 所属 

阿南 健太郎 厚⽣労働省⼦ども家庭局⼦育て⽀援課児童健全育成専⾨官 

尾崎 春彦 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

畠添 茉奈美 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

⾼久 友 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

濱⼝ 裕⼦ 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

⾕ 秀晴 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

⼭辺 さおり 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

⽥中 沙織 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

 
※敬称略 
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（２）  児童館におけるモデル的な事業の企画・実施  

 
児童館はすべての児童が利⽤できる児童福祉施設であることから、乳幼児から中・⾼

校⽣世代を育てる⼦育て家庭や妊産婦を対象とすることができる。気軽に訪れること
のできる⾝近な拠点として、関係機関や地域住⺠との連携によって福祉的課題を 
抱える⼦育て家庭への⽀援を⾏うことができる可能性がある。 
このような前提を踏まえ、調査研究委員会において選定された⾃治体において 

実施児童館の選定を⾏い、児童厚⽣員をはじめ児童福祉や教育分野等の関係者による
協議を⾏った上で、モデル的な事業の企画を⾏った。 

事業の企画に際し、当該⾃治体における要⽀援児童や困難を抱える家庭に対する 
⽀援体制を考慮し、児童館が効果的に活動できる内容とした。事業は、児童館内 
のみならず、館外での活動も想定した。また、福祉的課題には多様なものが想定される
ため、地域の実情に応じたものを検討した。 

（３）  実施内容を公表する機会の実施  

 
実 施 内 容 を 公 表 す る 機 会 と し て、令 和 4 年 ２ ⽉６⽇の 厚 ⽣ 労 働 省主催 

「全国⼦どもの健全育成リーダー養成セミナー」の事業報告として、本調査研究の取組
内容の進捗報告を⾏った。 

児童館の機能、福祉的な課題への取組の拠点としての可能性を、参加者に伝える 
ことを⽬的とし、事業の趣旨、背景、児童館ガイドラインに基づいたポイントを 
まとめ、児童館の機能・役割における、福祉的な課題の発⽣予防や早期発⾒、 
あるいは関係機関との連携による対応をセミナー参加者に確認してもらう機会と 
なった。モデル的事業についての、評価に関する視点も報告した。 

（４）  報告書の作成  

 
上記（1）〜（３）の実績についてとりまとめた報告書を作成した。 
報告書では本調査研究の背景、⽬的、⽅法、モデル的事業の実践報告と実施状況を評価 

した内容、今後の課題等を記し、福祉的課題を抱える⼦育て家庭への⽀援について、 
他の⾃治 体や 児童館 等での 実施に資す る報告内 容とし てと りまとめた。さらに、 
モデル的事業以外の先⾏事例の紹介や各専⾨委員の知⾒に基づくコラムを取り⼊れること
で、より幅広く福祉的課題を考察することを⽬指した。 
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３ . 調査における倫理⾯への配慮  
 
本調査研究における倫理⾯への配慮は下記の通り⾏った。 
 

（１）モデル的な事業の実施状況の評価については、事前に、事業の実施及び報告の 
趣旨と評価の内容について説明を⾏い、同意を得て実施した。モデル的な事業の 
実施状況の評価の報告の資料は、提供者の同意を得て掲載することとした。 

（２）個別で⾏ったアンケート調査は、調査結果を調査者が当初設定した⽬的以外に 
使⽤されないよう配慮した。 

（３）報告書作成に際しては、利⽤者データや事例などの記述においてプライバシーが 
侵害されないようにすることに留意した。 
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【第 2 章】⼦育て家庭が抱える福祉的課題  
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１ . 福祉的課題の整理  
 

児童館に期待される福祉的課題を抱える⼦育て家庭への⽀援とは  

 
児童館に期待される、福祉的課題を抱える家庭に対する⽀援のあり⽅について 
考える。⾃治体や地域の関係機関のなかには、児童館を⼦どもたちの⽀援拠点として、
地域ネットワークにおけるハブ的な存在価値を⾒出す動きがあり、昨今、その機能や 
役割が期待されているところである。 

⼦育てを取り巻く福祉的課題は多様である。本稿では、喫緊の課題と考えられる 
ものを取り上げ、児童館の特性や児童厚⽣員の専⾨性から、課題への⽀援⽅策の 
可能性について検討してみた。 

（１）  育てにくさを感じている乳幼児家庭⽀援  

 
⼦育て世代包括⽀援センターの全国的な整備や産後ケア事業のひろがり等、保護者、妊産

婦に対する⽀援施策の充実が進められるなか、妊産婦や⼦育て家庭につながる機会の拡⼤
が課題として取り上げられている。乳幼児健診等での接点は年齢やタイミングによるとこ
ろが⼤きく、できるだけ早期に地域の⾝近なところで、妊産婦、また、乳幼児を育てる家庭
とつながることが⾮常に重要である。また、それが切れ⽬なくつながり続けられることが期
待される。 
⾔語や歩⾏等の発達の遅れ、多動、こだわり、偏⾷等、⼦どもの発達に関すること、また

保護者の困りごとや悩みなどは、⼀時的なものも含まれるが、当事者にとってみると、その
「育てにくさ」は深刻な課題であり、児童虐待につながる可能性も潜んでいる。これらの 
課題の早期発⾒・早期⽀援への取組として、すべての⼦育て世代が気軽に相談ができる 
機会が求められている。児童館、地域⼦育て⽀援拠点事業所等は、「かかりつけの相談機関
（⾝近な相談先）」として、定期的に保護者が通える場所として活⽤できうる。なかでも 
児童館は、⼦どもの年齢等を問わずに誰もが利⽤できることが前提としてあるので、⼦育て
家庭との親和性が⾼い施設である。 

児童館ガイドラインにあるように、児童館での乳幼児家庭⽀援は、保護者の⽀援と乳幼児
⽀援の 2 側⾯がある。児童館に⾏けば何か良いことがあるかもしれない（楽しいことが 
あるかもしれない、困った時には助けてもらえるかもしれない）という乳幼児親⼦の来館の
きっかけや安⼼感につなげていくことも期待されるところである。そのため、育児相談や 
定期的に開催する教室等で、児童厚⽣員が課題を早期発⾒するために、相談対応・⽀援を 
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⽬的とした実践を検討できるものか、また、児童館側も⽀援機関につなげるだけではなく、
⽀援機関で児童館を紹介され、来館する親⼦に対して遊びや⾒守りを通して適切な対応を
実践できるかなど、児童館の機能や役割の具体化について考察する必要がある。 

（２）  ⼦どもの貧困問題等にともなう⾷事提供や学習⽀援等  

 
⼦どもの貧困（相対的貧困）が社会問題となるなか、貧困や不和の状態にある家庭が

抱える多様化した課題に対する児童館の取組の⼀つとして、⾷事提供や学習⽀援等は、
直接的な⽀援として効果的と考えられる。これは、児童館の特性を⽣かしながら、 
地域に住む福祉的課題を抱える⼦どもとの接点をつくる取組である。単なる「提供・⽀
援」の場としてだけではなく、児童館は⼦どもに開かれた施設であり、「居場所」とな
りうるであろう。 
また、児童館が地域のハブ機能としての役割を担う上で、⽀援機関や学校の教職員

との連携は⼤切であり、気になる⼦どもたちについての情報を共有しておくことで、
課題を抱える⼦どもたちの居場所を提供することができ、児童虐待等の福祉的課題が
みつかれば、すぐに連携をとり適切な⽀援につなげることもできる。さらに⾃治体の
協⼒が加わることで、幅広い⽀援が可能となるであろう。 

家族形態の多様化や家庭内の事情で困難を感じている⼦、保護者による養育困難に
より学習や⾷事について⼗分な機会が与えられていない⼦など、表⾯化しにくい 
ケースもある。課題構造が複雑になっており、地域で孤⽴している状況を把握する 
ことすら困難なケースもある。児童館において⼦どもたちの学習や⾷事を⽀援する 
機会は、そのような課題を抱える⼦どもの発⾒に持つながる可能性がある点について
も着⽬していきたい。 

（３）  中・⾼校⽣世代の居場所づくりに関する⽀援等  

 
中・⾼校⽣世代への⽀援については、児童福祉施策のなかでは特化した施設・事業

がない状態にあり、彼らも利⽤対象者である児童館は、何らかの役割を担える施設と
して注⽬されている。この世代は思春期特有の葛藤や、⾃⾝の抱える課題を他者に⾔
い出しにくく、相談につながらないケースが増えている。学校に所属していたとして
もそのソーシャルワーク機能も⼗分に届かないなかにある。学校に属していない場合
は、更に相談⽀援につながるのは困難が予想される。 

児童館は、他の児童福祉施設にはない２つの視点で、18 歳に近づく⼦どもたちの 
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居場所づくりに関する⽀援ができると考えられる。１つめのアプローチは、⼊り⼝部分と
なるスポーツやバンド等の活動ができる場を提供することで、彼らのニーズに応えてき
た点である。2 つ⽬は、継続的な関わりが築ける居場所づくりへの取組である。今後、 
児童館においてさらに重点的に取り組んでいきたい部分と⾔える。 
多くの児童館では中・⾼校⽣世代を利⽤対象としているものの、その来館者数は、施設

により⼤きく差が出ている。児童館は乳幼児親⼦や⼩学⽣向けの装飾が⽬に⼊り、中・⾼
校⽣世代にとっては、⼩学⽣が⾏く場所のイメージが先⾏するため、来づらいのではない
かという意⾒もある。利⽤時間帯をずらし、夜間開放のような中⾼⽣タイムを設けること
も居場所づくりの取組として全国の児童館で実践されているところである。 

しかし、新型コロナウイルス感染拡⼤の影響による⽣活様式の変化は、中・⾼校⽣世代
の児童館利⽤にも影響を及ぼしている傾向が⾒られ、同時に 10 代のメンタルヘルスや⾃
殺者数の増加については、社会的な問題として思春期世代を取り巻く深刻な課題となっ
ている。 

児童館がそのような若者の居場所（サードプレイス）をどのようにつくっていくか、 
また、児童厚⽣員が地域に出かけ、中・⾼校⽣世代が集う場にアウトリーチしていくこと
も、施設の有する専⾨性を⽣かした⽀援と考えられる。より多くの中・⾼校⽣世代との接
点を増やし、福祉的課題を抱える⼦どもたちの早期発⾒につなげられることが期待され
ている。 
 

育てにくさを抱えている乳幼児家庭、⼦どもの貧困問題、中・⾼校⽣世代の居場所づく
りといった課題ごとに児童館が実施できうる対応について検討した。児童厚⽣員等の職
員が直接実施するものもあるが、多くは他の⽀援機関等との連携が⽋かせなくなってい
る。児童館の持っている特性をフルに活⽤し、地域全体で⼦ども・⼦育て家庭を守る環境
づくりが重要である。 

児童館では館内で⾏われる取組と館外で展開される取組があり、いずれも何かしらの
地域住⺠や専⾨的な相談機関との連携を⾏うことで、さまざまな視座を得ることができ、
児童厚⽣員が持つ役割を発揮できる機会創出につながると考えられる。 

⼦育てに関する困りごとや悩みを抱えている⼈の早期発⾒、そして早期に関係機関に
つなげるために、児童厚⽣員が要保護児童対策地域協議会をはじめ、⽀援機関等との連
携・協⼒関係を築いておくことも⼤切な取組のひとつである。 

児童館で⼦育てに関する相談対応を⾏うこともあるが、ときに個別の⽀援について、 
児童厚⽣員も葛藤を抱えることがある。そのような点から、外部の専⾨的なスタッフ等
による協⼒や助⾔を受けられる運営体制の構築により、児童厚⽣員が本来持つ資質を⽣
かしながら、福祉的課題を抱える家庭への⽀援に⼀歩踏み出せる可能性について考える
必要があるだろう。児童館は、保護者にとって、専⾨の相談機関よりも敷居が低く、気
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軽に利⽤し、さらに相談しやすい点が期待されている。相談者によっては、⾃治体に⾃
⾝の課題を認識されたくないという意向もある。今後、⾃治体における相談⽀援体制に
おける児童館の位置づけを明確化していく必要性があると考えられ、児童館の実践を整
理し、考察することが重要である。 
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２ . 先⾏事例の紹介  
 

先⾏事例① ⼤分県杵築市の取組  

「杵築児童館と⼦ども第三の居場所の取組」  

 
⼤分県杵築市は、別府湾に⾯した国東半島の南端部に位置し、平成 17 年に１市１町１

村が合併し、現在の杵築市に⾄る。⼈⼝状況は、令和 4 年 2 ⽉末現在 27,562名、⾼齢化
率は 38.13％であり少⼦⾼齢化が進んでいる地域である。 

杵築市では、所管の福祉事務所が、児童館を含めた⼦育て⽀援業務を統括している。児
童館は、杵築児童館と⼭⾹児童館の２館あり、共に⼩学校に隣接されている。さらに杵築
児童館に併設して「⼦ども第三の居場所」が設置されている。 

 

⼦ども第三の居場所とは 
公益財団法⼈⽇本財団（以下「⽇本財団」）のプロジェクトとして、公益財団法⼈ブ

ルーシー・アンド・グリーンランド財団（以下「B&G財団」）と連携協⼒しながら推
進している、⼦どもが安⼼して過ごせる居場所づくりに関する助成事業。困難に直⾯し
ている⼦どもをサポートするために、放課後の時間に学習⽀援や⾷事提供等の⽣活習慣
の形成に資する⽀援を⾏い、⾃⼰肯定感や⼈や社会と関わる⼒などの⾮認知能⼒を⾼め
るための、安⼼して過ごせる居場所を提供することを⽬的としている。  

杵築市は⽇本財団と連携協⼒している B&G財団に助成を申請し、児童館に併設され
た複合型の拠点として「⼦ども第三の居場所 b&gきつき」を令和元年に開設した。令
和 4 年 4 ⽉から運営助成期間が終了し、杵築市に運営が移管される予定。 

杵築児童館・放課後児童クラブ・⼦ども第三の居場所、運営における横のつながり 
令和 3 年現在、市内の杵築⼩学校の児童数は約 480⼈在籍しており、杵築市のなかでは

⼀番⼤きな学校である。同⼩学校の隣に児童館が設置されている。また、児童館内に設置
されている放課後児童クラブ「すこやかクラブ」と、同⼩学校の体育館内に設置されてい
る放課後児童クラブ「のびやかクラブ」があり、利⽤者の⼦どもたちは児童館と放課後児
童クラブを⾏き来している。そして、児童館に併設して「⼦ども第三の居場所」が令和元
年に設置され、家庭に課題を抱える⼦どもを⽀援する機能を備えた居場所として運営が進
められている。現在、児童館、放課後児童クラブ、⼦ども第三の居場所については、杵築
市から委託を受け「NPO法⼈こどもサポートにっこ・にこ」が運営事業者となり、3種の
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事業所からなる複合的な機能を有する拠点を運営している。運営が 1つの NPO法⼈であ
ることのメリットは、各事業所間の情報共有がスムーズな点、職員間の意思統⼀が図れて
いる点が挙げられる。 

 

杵築市児童福祉施設の年表 

平成 17 年 「杵築児童館」開館 

平成 17 年 放課後児童クラブ「すこやかクラブ」開設 

平成 19年 放課後児童クラブ「のびやかクラブ」開設 

令和元年 「⼦ども第三の居場所」開館（令和 4 年 4 ⽉から⾃治体移管予定） 

⼦どもたちに分け隔てがない対応をこころがける居場所づくり  
⼦ども第三の居場所では、⾷事の提供や⽣活習慣の形成⽀援、学習⽀援の実施が⾏われ

ており、家庭に何かしらの課題を抱える⼦どもが利⽤している。⼦ども第三の居場所の開
設準備から現在の運営に⾄るまで、⾃治体、第三の居場所の設置主体である公益財団法
⼈、児童館の運営主体である NPO法⼈等の関係者が話し合いを持ちながら、児童館に⾃
由来館する⼦、放課後児童クラブを利⽤する⼦、⼦ども第三の居場所を利⽤する⼦が、児
童館を利⽤するにあたり、分け隔てなく過ごせるように、それぞれの事業所の職員がどの
ような配慮を要するか、運営上の課題の洗い出しや、職員間による情報共有の⽅法、それ
ぞれの連携による⼀体的な運営について慎重に協議が重ねられてきた。 

特に⼦どもたちと⼀定のルールをつくり、プログラム等も⾏いながら、それぞれの事業
所を⾏き来する機会をつくることは重要な点と考えてきた。⾃由来館の⼦や放課後児童ク
ラブを利⽤している⼦たちにも、⼦ども第三の居場所で⾷事や学習の機会を提供するな
ど、設置場所が併設していることの利点を⽣かした運営も⾏われている。18時以降は居場
所がなくなる⼦もいることから、21時までの預かり事業も⾏っている。児童館、放課後児
童クラブ、⼦ども第三の居場所の利⽤時間帯を分けて、それぞれの職員と関わりながら、
居場所に⻑時間滞在する⼦どももいる。 
それぞれの事業所ごとの垣根を感じさせず、⼀体的な運営を⾏うことで、児童館や放課

後児童クラブの利⽤者は、⼦ども同⼠による差別や分断を起こさず、⽇常的に事業所間を
⾏き来したり、⼦ども第三の居場所が⾏う⽀援の取組に参加しやすい環境づくりを実践し
ているところである。 
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⾃治体の⼦育て施策との連携  
平成 28 年に杵築市⼦育て世代包括⽀援センター「ハートペアルーム」が開設され、現

在は、⼦育て世代から全世代型の⽀援に取り組んでいる。児童館や⼦ども第三の居場所と
の連携において、センターの保健師や相談員が現場に出張することもあり、関係者間で⽉
1回の定例会など⽇常的なやりとりが⾏われ、何かあれば、随時連絡を取り合って、⾃治
体側と施設間で連絡調整をしている。 

児童厚⽣員の気づきと学びの機会を⽣み出す連携  
児童館にとって、⼦ども第三の居場所という事業が福祉的課題に対しての視野を広げる

きっかけとなっている。児童厚⽣員は、⽇常的にさまざまな課題を抱える⼦どもたちと触
れ合うなかで、理解が進んだことも多い。⼦ども第三の居場所の職員と情報共有や⼦ども
との関わり⽅について話し合う機会を設けていることも、気づきと学びの機会になってい
る。実際の課題に対して、児童厚⽣員の意識の深さが今までとは異なり、ソーシャルワー
クの視点が養われている実感がある。⼦ども第三の居場所との連携した運営が、児童厚⽣
員の⼒量形成のきっかけになっていることが、児童館における福祉的課題を抱える⼦ども
の発⽣予防や早期発⾒の機能強化にもつながっている。 

困りごとを抱えた⼦どもに伴⾛して⾏けるよう取り組んでいきたい  
⼦ども第三の居場所は、B&G財団からの 3 年間の運営助成期間を経て、令和 4 年 4 ⽉

から、杵築市が主体で事業を進める段階となる。福祉的課題の中でも「要保護」とされる
ような⼦どもの⽀援をする際、在宅での⽀援か施設⼊所かという選択を迫られるケースも
多い。⼦ども第三の居場所があれば、施設に⼊らず、家庭での⽣活を継続できる場合もあ
る。児童館や放課後児童クラブと合わせて⼀体的な運営により、⾒守りも⾏い、⽀援も⾏
う、ますます地域の⼦育てを守る複合的な拠点としての機能を発揮していきたいと考えて
いる。「⼀⼈も取りこぼさないきめ細やかで⾏き届くような⼦育て⽀援をしていこう」と
いう、現杵築市⻑の⾔葉にもあるように、困りごとを抱えた⼦どもに伴⾛して⾏けるよ
う、今後も取り組んでいきたい。 
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先⾏事例② 東京都調布市の取組  

「調布市⻘少年ステーション CAPS 中・⾼校⽣世代の居場所」  

 
東京都調布市の⼈⼝は約 24 万⼈、市内には 20 の⼩学校と、８つの中学校がある。 
新宿から電⾞で 15 分という⽴地でもあり、現在も年少⼈⼝は微増しているが、調布市 
⼈⼝推計上では、数年先からは減少傾向にある。関東屈指の古刹・深⼤寺、味の素スタジ
アム、⽔⽊マンガの⽣まれた街で知られる。 

時代ごとに議論されてきた調布市児童館の施策の⽅向性  
昭和 40 年に多摩地域では初めての児童館とし

て開館し、昭和 50 年代には市内に「10 館構想」
として順次開館し、平成 4 年に 11 館⽬が開館し
た。その後、平成 15 年に中⾼⽣専⽤の児童館「調
布市⻘少年ステーション CAPS」（以下、CAPS）
ができ、現状市内には12 の児童館が設置された。
調布市児童館の施策の⽅向性については、時代
ごとに議論されてきた。平成 17 年に「調布市こ
ども条例」が制定され、この頃、⾃治体が独⾃に
⼦ども条例を制定することは、全国的にも早い
⽅であった。 

 
「児童館のあり⽅検討」が市の⾏⾰プラン 2015 に、「児童館の⺠間活⼒の活⽤」が 

⾏⾰プラン 2019 に位置付けられ、「児童館の在り⽅・運営に関する⽅針」が策定された。
これは、児童館にとって⼤きな転換期になったと捉えている。市の⽅針では、最終的に 4 館
を直営として残し、8 館を⺠間に委託をするとしている。令和 3 年 4 ⽉から児童館 1か所が
⺠間委託となっており、これに合わせ「調布市児童館ガイドライン」が策定された。これは、

調布市児童館の年表 

昭和 40 年 多摩地域では初めての児童館として開館 

昭和 50 年代 市内に「10 館構想」として順次開館 

平成 4 年 11 館⽬が開館 

平成 15 年 中⾼⽣専⽤の児童館「調布市⻘少年ステーション CAPS」開館 

調布市⻘少年ステーション CAPS 全景 
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直営と⺠営がそれぞれの機能を⽣かしながら、児童館の役割を果たすために何が必要かを、
現場の館⻑を中⼼に編集委員会を設置して作成したものである。 

CAPS の特徴は、⾃由来館、設備が整っている、何もしなくても良いという空間  
市では、CAPS のできる数年以上前から、

中・⾼校⽣世代に対して児童館の役割を⼗分
に発揮するために、中⾼⽣専⽤の児童館設置
の必要性について検討を進めていた。そのな
かで、全国の先駆け的な施設として平成 15
年にオープンしたのが CAPSである。CAPS
は、新しいことを創造することが職員の役割
だという考えのもとで、中・⾼校⽣世代のニ
ーズを探るべく、彼らとのコミュニケーショ
ンをはかりながら、ともに創り上げてきた。⻑年の議論のなかで、CAPS は中⾼⽣専⽤の 
児童館のあるべき姿として存在し、ガイドラインができることで確固たるものとなった。 
開館 2 年後の平成 17 年から、NPO法⼈に事業委託し、現在に⾄るまで同法⼈が継続的

な運営を進めている。運営法⼈のコンセプトは、「⻘少年の健全な成⻑と豊かな⼈格の形成
に寄与すること」であり、このことが⻘少年ステーションの運営の根幹にも流れている。 
施設の特徴は、⾃由来館、設備が整っていること、何もしなくても良いという空間をとても
⼤事にしている点である。 

⾃由来館という点については、CAPS が設⽴された当時から、多くの中・⾼校⽣世代が来
館している。児童福祉施設としての児童館の役割が多様化してきたなかで、開館当初から⻑
く関わる児童厚⽣員や、館内に配置されている臨床⼼理⼠がいたことで、年齢によって抱え
る課題の変化に気づくことが多い。 

⼦どもたちと気軽に話すなかで、軽微な相談についての多くは児童厚⽣員で対応ができ
ていたが、深刻な相談となると担当相談となり臨床⼼理⼠につないだ。職員にとって、 
児童館内に臨床⼼理⼠がいることは、その⼦の受け⽌めの幅が広がり、安⼼感にもつながる。
担当相談の件数は令和 3 年度の第⼆四半期報告で 36⼈、相談件数総数としては 256件で、
相談内容の傾向としては、進路・進学、家庭や親⼦関係、⼈間関係、数は少ないが、性格に
ついて、⾃⼰理解、恋愛などもある。不登校や登校しぶりについて対応することもある。 

設備が整っている点については、この建物の屋上にあったゴルフ練習場を改装して作っ
たため、活動スペースが⾮常に豊富なのが特徴である。4階のスポーツエリアはもともとの
更⾐室を利⽤したり、飲⾷ができるエリアを観戦⽤として残したり、活動の幅が広い施設で
あると⾔える。 

⾳楽ライブの様⼦ 
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3階のロビーでは、利⽤者への声かけをしっかり⾏うことを、児童厚⽣員が重視している。
⽬的を持って来館する⼦も、ふらっとくる⼦も楽しんで帰ってもらえるように、職員がさま
ざまな仕掛けや⼯夫をしている。 
メッセージボードを使って交流をしたり、イベント掲⽰板や意⾒交換の場を作ったり、利

⽤者⼀⼈ひとりが来館したら体験できることを伝える場所を作るよう⼯夫されている。 
また、イベントを通した⾏事体験など、⽣きづらさや困難さを抱える⼦も CAPS の活動を
通して、⼈や社会とつながることを意識した活動になっている。 
訪れた⼦どもたちが⾃由に過ごすなかで、児童厚⽣員がタイミングを図りながら声をか

け、⼦どもの⾃主企画への参画を促すこともある。中⾼⽣が意⾒を出し合い、主体的に 
児童館の取組に関わり、ディスカッションの場が⽣み出されているのが⽇常的な⾵景とな
っている。 
コロナ禍においては、イベントの縮⼩や飲⾷の禁⽌により、利⽤者が減少するなど、新た

に浮上した課題にも、⾳楽ライブのオンライン開催や集まらずにイベントを進めるための
「イベント掲⽰板」の設置など、主体的な取組を⾏った。また、Wi-Fiを CAPS に導⼊した
いという声が上がった際も、児童厚⽣員と中⾼⽣が話し合いを重ね、令和 4 年度から館内
に Wi-Fi を導⼊する予定であり、利⽤者とルールを決めていくこととしている。このよう
に、CAPSでは，利⽤者の声を聞き、議論を重ね、フレキシブルな対応を⼼がけることを⼤
切にしており、すぐに変えられるものではない設備などのハード⾯は、⼈の⼒やアイデアで
補っていくことが重要と考えている。 

アウトリーチは⼩学 6 年⽣、他の児童館、学校、地域へ  
CAPS に来る中学⽣は、ほぼ近隣の中学校区か
らの⼦たちである。最近では、市境にある、市外
の特別⽀援学校の中⾼⽣が増えてきている。これ
までになかった傾向であり、安⼼して過ごせる居
場所としての認識がひろがっているものと考え
ている。CAPSは市の⻄側にあるが、⽬的意識の
ある⼦どもは東側にある３つの⾼等学校からも
来ている。また、中⾼⽣専⽤の児童館ではあるも
のの、⼩学 6 年⽣の⼦どもたちにアウトリーチを 

して中学⽣になったら来てねと伝える取組を⾏っていることから、⼩学 6 年⽣も利⽤できる。  
近隣の児童館の企画として、⼩学 6 年⽣を CAPS に連れていくという連携事業の実施や、

市内の 11ある児童館の⼤半に CAPS の児童厚⽣員による遊びの出前を⾏っている。市で企
画する児童館まつりへの出展や実⾏委員としても参加し、他の児童館での中・⾼校⽣世代の
対応に CAPS の児童厚⽣員が協⼒することも少しずつ増えてきた。児童厚⽣員が相談対応

館内の様⼦ 
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を⾏った様⼦は、職員間で共有し、加えて、近隣の学校の教職員との情報共有も頻繁に⾏っ
ている。調布市⼦ども・若者⽀援地域ネットワークの構成機関の⼀員として会議に出席した
り、中⾼⽣の様⼦について関係者に情報共有したり、サポートの顔つなぎをしたりと、つな
ぐことを意識的に⾏っている。 
また、児童厚⽣員は調布市健全育成推進地区委員会の委員として地域でつながっている

者もおり、顔の⾒える関係性を築いている。運営主体の NPO法⼈が CAPS の運営に加え、
幅広く地域に関わる事業を展開するなかで、課題意識が⾼まり、多様なアプローチ⽅法、 
取組の深さ・幅広さが⽣まれている点も⼤きな特徴の⼀つである。乳幼児、⼩学⽣、そして
中・⾼校⽣世代へと成⻑を⻑く⾒守る児童館の役割として、⼦どもたちに⻑く関わることで
⾒えてくる福祉的課題もある。⼦どもが成⻑するにつれ、訪ねたい場所より訪ねたい⼈にな
ってくるので、中・⾼校⽣世代の居場所は、職員がキーとなる。そのためにも、児童厚⽣員
のなかで専⾨的な知識や相談援助技術の習得など、スキルアップの機会を増やしていくよ
う期待している。 

課題のある⼦、相談を求める⼦から、突然、そのことを話してくることは難しい。まずは、
何もしなくて良い空間を知ってもらい、ここにいて良いんだよと伝え、時間をかけて関係性
を築いていくことで、その先、福祉的課題を抱える中・⾼校⽣世代の発⾒につながるものと
考えている。 
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【第 3 章】モデル的事業の実施  
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１ . 実施⾃治体の選定  
 
児童館の特性を⽣かした取組の可能性を幅広く考察するにあたり、モデル的事業の実施

⾃治体を選定する基準として、「幅広い対象に向けた取組」と「専⾨的⽀援と連携した取
組」、「児童館内の取組」と「児童館外の取組」を対照的な軸に据えて検討を進め、調査
研究委員会の協議において 5つの実施⾃治体を選定した。選定にあたっては、横展開して
いくことを意識し、⾃治体の規模や児童館の設置運営形態、運営法⼈等の状況も考慮に⼊
れた。（図表 3-1-2） 

（１）  幅広い対象に向けた取組／専⾨的⽀援と連携した取組  

 
「幅広い対象に向けた取組」は、児童館の来館者、あるいは館外活動での参加者など、児

童厚⽣員と関わる対象者との関係性を構築するなかから、⽀援のニーズを把握し、課題への
対応について関係機関との連携につなげるなど、予防・発⾒・早期対応に資する取組の可能
性について考察する。 

「専⾨的⽀援と連携した取組」は、児童館がハブ的な機能を発揮し、専⾨的な地域資源と
連携しながら、直接的な⽀援の機会を提供できる可能性を探る。 

 

（２）  児童館内の取組／児童館外の取組  

 
「児童館内の取組」は、児童厚⽣員、設備、プログラム等、拠点としてのリソースを 

⽣かし、遊びや居場所づくりのなかで、⽀援につながる機会を提供できる可能性について 
考察する。 

「児童館外の取組」は、児童厚⽣員が地域に出かけ、関係機関との連携を図ることで、新
たなニーズの発⾒や、児童館の役割・機能に関する理解促進、来館のきっかけづくりに 
つながる可能性を探る。 
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図表 3-1-1 モデル的事業実施⾃治体の選定における四象限の整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表 3-1-2 モデル的事業実施に選定した 5 ⾃治体 

NO 
モデル的事業 
実施⾃治体 

都市 
規模 

実施児童館 対象 取組内容 

1 岡⼭県倉敷市 中核市 
⽔島児童館 
（公設⺠営） 

乳幼児親⼦ 

「⼦育て相談」を通した
児童館における継続的
⽀援の取組 

2 愛知県愛知郡東郷町 町村 
北部児童館 
（公設公営） 

乳幼児親⼦ 

児童館における遊びや
集いの場を活⽤した 
⺟親等への相談・⽀援 

3 沖縄県宮古島市 ⼀般市 
ひらら児童館 
（公設⺠営） 

中・⾼校⽣
世代 

児童館を拠点に中・⾼校
⽣世代のコミュニティ
をつくる取組 

4 愛知県⼩牧市 ⼀般市 

⼩牧南児童館 
味岡児童館 
⼩牧児童館 
北⾥児童館 
⻄部児童館 
（すべて公設⺠営） 

中・⾼校⽣
世代 

児童館外における中・⾼
校⽣世代が集う居場所
へのアウトリーチ活動 

5 愛媛県松⼭市 中核市 
畑寺児童館 
（公設⺠営） 

⼩学⽣ 

地域の社会資源と連携
した学習⽀援及び軽⾷
の提供 

 

館内の取組 

幅広い⽀援 専⾨的な⽀援 

館外の取組 

児童館内における 
幅広い対象者への⽀援 
 

児童館内における 
専⾨的な⽀援へのつなぎ 
 

児童館外における 
幅広い対象者への⽀援 
 

児童館外における 
専⾨的な⽀援へのつなぎ 
 

第 1
象限 

第 2
象限 

第 4
象限 

第 3
象限 
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図表 3-1-3 モデル的事業実施⾃治体の四象限の整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

館内の取組 

幅広い⽀援 

館外の取組 

専⾨的な⽀援 

第 1
象限 

第 2
象限 

第 4
象限 

第 3
象限 

岡⼭県倉敷市 
愛知県愛知郡東郷町 

沖縄県宮古島市 

愛媛県松⼭市 愛知県⼩牧市 
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２ . 評価分析のポイント  
 
児童館ガイドラインで⽰している児童館の機能・役割、またその活動内容を踏まえ、 

モデル的事業の取組を検証するにあたり、6 つの評価視点から、児童館における福祉的 
課題に向けた⽀援の可能性を考察している。また、それぞれの視点で捉える評価の着眼点は、
「児童館における第三者評価基準ガイドラインの全部改正について」（令和 2 年 
9 ⽉ 3 ⽇付厚⽣労働省⼦ども家庭局⻑、社会・援護局⻑通知）における内容評価基準の 
評価項⽬を援⽤し、モデル的事業の取組について評価分析を⾏った。 

 

（１）  安⼼して過ごせる⼼地よい居場所の提供  

 
⼦どもや保護者の意思や⾃由が尊重され、安全に安⼼して過ごせる居場所になるよう
環境づくりや援助が⾏われており、遊びやくつろぎ、出会いの場として地域拠点におけ
る児童館の基本特性が発揮されている。 
 

（２）  個別のニーズ等を把握  

 
地域のニーズや、児童館を利⽤する乳幼児期、児童期、思春期の⼦ども、及びその家

庭の⽀援ニーズ等を把握するための取組が⾏われ、それに基づいた具体的な計画等が検
討されている。 
 

（３）  保護者、家庭への助⾔・相談⽀援  

 
地域や家庭の実態等を考慮し、相互の信頼関係を築いた上で、⼦育てに関する相談や

援助を⾏い、プライバシーに配慮された情報共有の上で、⽀援機関等と連携しながら、
福祉的課題を抱える家庭の早期発⾒・早期⽀援につながる取組が⾏われている。 
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（４）  ⽣活習慣の形成⽀援  

 
社会⽣活を送る上で健康を維持し、順調な発達を促すために必要な⽣活習慣について

家庭の事情等により⼗分な機会が得られていない対象者を把握し、相談や直接的な⽀援
の機会を提供している。 
 

（５）  他事業所や社会資源との連携、協働の体制づくり  

 
児童館として必要な社会資源を明確にし、⽀援機関や教育機関等と⽬的や課題を共有

しながら、地域の福祉的課題に取り巻く⽀援ニーズを共有し、解決に向けて協働して具
体的な取組が⾏われている。 
 

（６）  ⾃治体における相談⽀援体制との関係  

 
地域の要保護児童対策地域協議会、⼦育て世代包括⽀援センター、⼦ども家庭総合 

⽀援拠点など、地域ネットワークを⽣かした運営体制の構築や、さまざまな関係者からの
視座を得た⽀援の取組が⾏われている。 
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３ . 岡⼭県倉敷市  
 

「⼦育て相談」を通した児童館における継続的⽀援の取組  

 
 
 

 

（１）児童館や⼦育て⽀援施策の概要  
岡⼭県の南部に位置する倉敷市は温暖な気候で、古くから⽔運が盛んな港町として栄え

てきた。⽩壁に代表される⾵情ある景観に、美術館等が⽴ち並ぶ美観地区、国産ジーンズ
発祥の地である児島など、観光やものづくりの盛んな地域を有する。 
倉敷市は、平成１４年に中核市に移⾏し、⾏政サービスの効率化、きめ細かなサービス

の提供を進めるなど、地域住⺠サービスの向上を図り、近年では地⽅創⽣を着実に進めて
いくための戦略として「倉敷みらい創⽣戦略」を掲げ、結婚・出産・⼦育ての希望をかな
え、安⼼して暮らせる持続可能なまちづくりを推進している。 
昭和 47 年に倉敷児童館、児島児童館、⽟島児童館の 3 館が開設された。現在では、市内

の児童館設置数は⼩型児童館５館・児童センター1 館の全 6 館である。運営形態は公設⺠営
で、社会福祉法⼈倉敷市総合福祉事業団が指定管理者として市内の全館を運営している。 
倉敷市⼦育て⽀援センターをはじめ、市内に 20 か所の地域⼦育て⽀援拠点があり、 

概ね 0 歳から 3 歳の⼦どもとその保護者を対象に、⼦どもの遊び場の提供、親同⼠の交流
や情報交換の場の提供、育児相談、育児講座、⼦育てサークルの育成・⽀援を⾏っている。 

⼦育て世代包括⽀援センター「妊婦・⼦育て相談ステーションすくすく」が市内５か所
に設置され、妊娠期から⼦育て期までの切れ⽬ない⼦育て⽀援を⾏っている。 

市内には倉敷市総合療育相談センター「ゆめぱる」が設置され、専⾨の相談員による 
発達相談や⼦どもの発達に関する情報提供を⾏っている。また、市内に児童発達⽀援センタ
ー6か所が設置され、地域の中核的な療育⽀援施設として、障がい児とその家族のための相
談や療育など⽀援を⾏っている。 
 

（本項においては「障害」を「障がい」と表記する） 
 

  

岡⼭県倉敷市 
⼈⼝ 総数 479,513 ⼈（令和4年 1 ⽉末） 

都市規模 中核市 
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図表 3-3-1 倉敷市内児童館の概要 

設 置 数 ⼩型児童館 5 館、児童センター1 館 

開 館 時 間 

9：00〜17：15 
休館⽇：⽉曜⽇（夏休み期間中を除く） 
※夏休み期間中は⽇曜⽇ 
祝⽇（5 ⽉ 5⽇を除く）、年末年始（12 ⽉ 29⽇〜1 ⽉ 3⽇） 

 

（２）倉敷市における⼦育て⽀援施策の特徴的な取組について  
「⼦育てするなら倉敷でと⾔われるまち」の実現に向け、各地域の拠点として、⺟親 

クラブ、⼦育てサロン、⼦育てひろば、親⼦クラブなど団体間のつながりを促進している。
特に市内すべての児童館の運営主体は、同⼀の社会福祉法⼈であることから、相互に情報共
有や連携がとりやすい状況となっている。 

令和 2 年に、『くらしき⼦ども未来プラン後期計画（第⼆期倉敷市⼦ども・⼦育て⽀援事
業計画）』が策定され、地域の特性やニーズを踏まえながら、地域⼦育て⽀援拠点の 
新設を⾏うとともに、利⽤者⽀援事業の基本型の導⼊に⼒を⼊れている。地域に出向く 
「出張ひろば」の拡⼤を検討することが⽰されている。現在、倉敷市が重点的に推進してい
る⼦育て⽀援として、待機児童対策、⼦育てについて相談できる場所の設置、⼦育て世帯の
経済的⽀援がある。 

⼦育て世代包括⽀援センター「妊婦・⼦育て相談ステーションすくすく」や倉敷市総合
療育相談センター「ゆめぱる」において、それぞれの拠点が関係機関と連携して、妊娠期
から⼦育て期までの切れ⽬ない⼦育て⽀援を推進している。 
地域との連携など、児童館の機能充実の⼀環として、市内 6 児童館で「おでかけ児童館」

事業を実施し、各館⽉平均 4 回程度のペースで、管轄地域の放課後児童クラブや親⼦クラ
ブ、地域のイベント等に児童厚⽣員が訪問し、遊びのプログラムを展開している。 
特徴的な点として、平成 30 年には専⽤⾞両「おでかけ児童館号」が各児童館に 1台ずつ配
備され、積極的に活⽤されている。 
妊娠から就学前までの親⼦を対象に、⾃治体、⼦育て⽀援団体の取組などの情報を⼀体

的に発信するために、「⼦育てハンドブック KURA」や「⼦育て応援マップ」を発⾏して
いる。 
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（３）モデル的事業としての取組内容  

児童館の概要  

 
倉敷市内の南に位置する地区にあり、近隣の⽔島地区の南部は⾃動⾞や鉄鋼などの製造

業によるコンビナートが広がり、⻄⽇本有数の⼯業地帯となっている。 
倉敷市が公開している「倉敷市統計書 年齢（各歳）・地区別⼈⼝ (令和２年９⽉末⽇

現在）」によると、本児童館は市の年少⼈⼝（0〜14歳）65,890⼈のうち 11,995⼈
（18％）が住む⽔島地区に位置し、市内の全 8地区の中で 2番⽬に⼦育て世代が多い地域
となる。 
本児童館の 2軒隣には、倉敷市⽔島⽀所が

あり、⺟⼦保健を所管する⽔島保健推進室が
設置されていることから、要⽀援児童や相談
対応を必要とする児童館利⽤者について、⽇
常的に関係者同⼠で情報共有や対応について
連携を図っている。 

 
 図表 3-3-2 ⽔島児童館の概要 

児 童 館 ⽔島児童館 

設 置 主 体 倉敷市 

運 営 主 体 社会福祉法⼈倉敷市総合福祉事業団 

児 童 館 種 別 ⼩型児童館 

職 員 数 館⻑ 1名、常勤児童厚⽣員 2⼈、⾮常勤児童厚⽣員 6⼈ 

年間利⽤者数 
令和元年度 34,332⼈ 
令和 2 年度 19,661⼈ 

（※新型コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館期間 令和 2 年 4 ⽉ 20⽇〜5 ⽉ 20⽇） 
 

図表 3-3-3 モデル的事業の取組で連携している関係機関 

関係機関 連携している内容 

児童家庭⽀援センタークムレ 所属の専⾨スタッフが相談⽀援員として児童館に出張 
 

実 施 児 童 館 ⽔島児童館 

取 組 名 「⼦育て相談」を通した児童館における継続的⽀援の取組 

⽔島児童館の外観 
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取組の前提にあるもの 

 
地域密着で⼦育てに悩んでいる家庭の相談⽀援を⾏っている児童家庭⽀援センタークム

レ（以下、「クムレ」）は、岡⼭県の委託事業で⼦育てに関する相談業務を⾏っている。そ
の業務の⼀環で、クムレの職員が児童館に出張し、10 年以上前から児童館内で⽉に⼀回「⼦
育て相談」（以下、「本取組」）の取組を⾏っている。 

クムレは、市内の地域に密着し 60 年にわたり福祉サービスを提供している社会福祉法⼈
クムレが運営主体となっている。同法⼈は児童発達⽀援事業所、放課後等デイサービス、幼
保連携型認定こども園、⼦ 育て⽀ 援センター、等の幅 広い ⼦育て ⽀援事 業を展開 
していることから、地域連携において児童館とも⽇常的に情報共有を図っている。 
本取組の実施に際して、クムレから相談⽀援員として保育⼠や社会福祉⼠ 1 名が児童館

に出張し、遊戯室でふれあい遊びや⼯作を⾏う前後やプログラムの最中に相談を受ける時
間を設けている。 

クムレの相談⽀援員が、場⾯ごとの⼦どもの関わり⽅や、⾔葉が遅いなどの⼦育て・ 
⼦育ちに関する悩みに助⾔や⽀援を⾏っている。また、⼦育て相談の場への参加や関係機関
を案内してつなぐこと、連携先と連絡・調整を⾏いながら、より良い⽀援が⾏われるように
児童厚⽣員と専⾨職の相談⽀援員が連携しながら相談者の対応について検討している。 
本取組と乳幼児プログラムのふれあい遊びの実施時間が重なるように予定することで、

「じっくり相談したい⼈」、「遊びに参加しながら気軽に相談したい⼈」、「遊びに参加し
たい⼈」など、さまざまな親⼦が当⽇の⾃由来館で参加しやすいように設定している。 

⼦育てに関する相談対応については、児童厚⽣員と相談⽀援員が確認し合ったことを 
簡易的に記録として残している。継続的な個別の対応を進めるにあたり、記録の有⽤性を⾼
めるフォーマットの必要性を感じている。 

 
 

  

相談⽀援員がふれあい遊びに⼀緒に参加 遊びに参加しながらコミュニケーションをとる 
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児童館内における具体的な取組内容 

 
図表 3-3-4 モデル的事業の取組における児童厚⽣員の業務 

ニーズの把握 ⽇常的な遊びのプログラム等において、来館者がどのような困りごと
や悩みを抱えているかヒアリング。 

企 画 ・ ⽴ 案 
児童家庭⽀援センターの相談⽀援員による相談対応を企画。 
相談希望者が気軽に参加できるように遊びのプログラムを企画。 
取組における運営マニュアルを作成。 

連 絡 ・ 調 整 専⾨職の出張依頼、スケジュール調整。 

広 報 活 動 児童館だよりの配布や地域の関係機関に周知協⼒の依頼。 

取 組 の 実 施 親⼦のふれあい遊び等を実施しながら参加者を観察。 
児童家庭⽀援センターの専⾨職が⾏う個別の相談対応をサポート。 

振 り 返 り ミーティングを実施し、相談対応について情報共有。 
相談者の継続的な⽀援について話し合う。 

 
【情報共有ミーティングの実施】 
本取組の実施後すぐに、聞き取りした相談内容や、気

になる親⼦の様⼦について児童厚⽣員と相談⽀援員で
情報を共有するために、情報共有ミーティングを 
実施することにした。 
必要に応じて関係機関につなげることの検討や児童

館における今後の対応に関してなど、⼦どもと保護者
にとっての優先事項、必要な⽀援、合理的配慮につい
て、関係者間で共通認識を図っている。また、対象の
⼦どもや保護者について、発達の遅れや発達障がいの特性ばかりを確認するのではなく、
それぞれのできること、頑張っているところにも着⽬し、親⼦に寄り添い⾒守る対応につ
いて話し合っている。 
相談者の様⼦、相談内容、対応内容等を個別に記録するための相談記録⽤紙を作成し

た。相談記録は、相談者に承諾を得た上で児童厚⽣員と相談⽀援員の両者で記⼊し、記録
⽤紙はコピーをとって児童館とクムレの両者で管理している。相談者の様⼦について新た
な情報が確認された場合は、記録⽤紙に追記していくことにしている。 

  

情報共有ミーティングの様⼦ 
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【運営マニュアルの作成】 
本取組における運営⽅針、実施計画、相談内容の記録、情報共有ミーティング等、⼀連の

流れに関する事項をまとめた運営マニュアルを作成した。児童厚⽣員と相談⽀援員間で 
本取組の趣旨や運営上のポイントを整理し、具体的な⼿順、実施の条件設定、安全管理の 
配慮、地域資源の確認、相談記録の共有など、取組を継続する上で実践的に活⽤できる 
マニュアル作成に取り組んだ。 

 

 
 

図表 3-3-5 運営マニュアルの概要 

項 ⽬ 内 容 
1.はじめに 取組の趣旨 児童厚⽣員とクムレの相談⽀援員が連携することで、 

親⼦が児童館へ遊びに来た時に、その後の様⼦や変化に
ついて⾔葉をかけたり、話を聞いたりして、継続的な個
別の対応や⽀援につなげていく。 

⽀援の基本姿勢 ⼦ども⾃⾝の成⻑を⾒守り、認め、伝えるとともに、保護
者⾃⾝が頑張っていることに対しても認め、伝える姿勢
を⼤切にする。また、保護者がクムレの相談⽀援員と 
話しやすいように、⼦どもが安⼼して遊ぶことができる
ように⾒守る。 

親⼦が相談しや
すい場所として 

親⼦にハードルを感じさせず、気軽に参加してもらう 
ための配慮の⼤切さ。 

  

児童館における「⼦育て相談」運営マニュアル（参考資料：参考① P.103） 
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2.実施計画 クムレとの連携 １）専⾨スタッフの相談⽀援員による出張相談 
２）クムレの専⾨スタッフが対応している相談内容 

広報計画 実施スケジュールや内容に関する広報の流れ 
・児童館だより作成・配布 
・館内掲⽰、職員の声かけ・配布、HP掲載 
・地域関係機関に周知協⼒依頼 

環境設定 １）親⼦が参加しやすい、相談しやすい時間設定 
・ じっくり相談したい⼈ 
・ 遊びに参加しながら気軽に相談したい⼈ 
・ 遊びに参加したい⼈ 

２）乳幼児親⼦が安全・安⼼に参加できる場所の設定 
・実施場所の安全チェック項⽬ 

当⽇の 
スケジュール 

当⽇の準備から実施、実施後の情報共有ミーティング 
までの流れ 

ふれあい遊びの
流れ 

遊びのプログラムの計画 

地域資源との 
連携 

１）地域資源エコマップの記載 
２）倉敷市⽔島地区における地域の関係機関 

3.相談記録 相談記録⽤紙 記録を記⼊する際のポイント 
・ 過去にどこかの窓⼝などに相談した経験があるか 
・ ⾏動や発⾔などの⾒たままの事実を記⼊ 
・ 客観的な事実を具体的、かつ、簡潔に整理して記⼊ 
・ 助⾔や情報提供を⾏った後の相談者の反応を記⼊ 
・ 今後の対応等に関して関係者間で擦り合わせた内

容を記⼊ 
・ 申し送り時に関係者間で認識を擦り合わせた内容

を記⼊ 
記録の管理⽅法 １）個⼈情報の管理⽅法について 

２）相談者の新たな情報が確認された場合の追記 

4.情報共有 
ミーティン
グ 

相談内容の共
有、相談⽀援員
による助⾔ 

主に情報共有するポイント 
・家族構成 
・他機関での相談の有無や対応について 
・相談時の様⼦（保護者、⼦どもの観察） 
・相談申込理由 
・具体的な相談内容 
・様⼦から気づいた点・判断した点 
・助⾔や情報の提供 
・申し送り事項 
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（４）取組の評価（成果）について  

【安⼼して過ごせる⼼地よい居場所の提供】 

 
本取組は、乳幼児プログラムと時間が重なるように実施時間帯を設定し、参加は事前 

申込とせず、当⽇の⾃由来館としている。遊びに参加するついでに相談⽀援員とコミュニケ
ーションがとれるように設定することで、本取組の参加ハードルを下げ、困りごとや悩み、
不安に思っていることなどを保護者が気軽に話せる場をつくっている。 
遊びのプログラムは、⼿遊びやわらべうた、お買い物ごっこ、パネルシアターなど親⼦の

ふれあいや運動を交え、動的な動き、静的な動きを組み合わせた遊びを⾏っている。遊びの
最中に児童厚⽣員は参加者の様⼦を観察し、発達や親⼦関係等について気になる点があれ
ば、相談⽀援員と情報共有している。 

⽉に 1 回のペースで外部の相談⽀援員が出張することで、⼦育てに関して相談できる 
⼈が定期的に児童館にいることの認知がひろがっている。⼦どもの発達について気になっ
ていることや⽇頃の⼦育てについて育てにくさを感じている保護者が、地域の⽀援機関の
窓⼝に⾏くまでには⾄らないが、児童館の遊びのプログラムに参加することをきっかけに、
相談⽀援員から助⾔や⽀援を受ける機会の創出につながっている。この点は、児童館の機能
を踏まえたソーシャルワークを考察する上で、重要な視点と考えている。 

児童厚⽣員は本取組に参加する親⼦に対して、積極的に挨拶や声かけを⾏いコミュニ 
ケーションを図っている。また、実施会場となる遊戯室には、いつ⼊っても、いつ出てもよ
い雰囲気をつくり、参加者が児童館内に滞在している間、親⼦の様⼦を観察することに努め
ている。 

運営マニュアルの作成をきっかけに、親⼦が安全・安⼼に参加していただくための施設内
で起こり得るケガや事故の危険因⼦を整理し、運営上の安全管理や新型コロナウイルス等
の感染症の対策を職員全員で話し合い共有している。 

特に、乳幼児や発達障がいの特性を⽰す⼦どもが参加することも考慮して、実施場所の安
全チェック項⽬の洗い出しや職員配置を⾏っている。 

【親⼦の個別のニーズ等を把握】 

 
乳幼児プログラムと同時に実施することで、「じっくり相談したい⼈」「遊びに参加 

しながら気軽に相談したい⼈」「遊びに参加したい⼈」など、それぞれのニーズに合わせ参
加しやすいように実施時間帯を⼯夫している。 
個別設定での相談希望については、個室対応や別⽇時対応を⾏う場合もあり、児童厚⽣員

と相談⽀援員が相談者の情報について共有しながら状況把握に努めている。 
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【保護者、家庭への助⾔・相談⽀援】 

 
乳幼児プログラムでふれあい遊びや⼯作を⾏っているところに相談⽀援員が参加し、 

何気ない会話や親⼦のコミュニケーションを観察するなかで、保護者の気持ちを尊重しな
がら困りごとや悩みをヒアリングしている。遊びの最中に話を聞くきっかけができること
もあれば、プログラム開始前や終了後における会話の流れから相談対応に発展することも
あることから、相談⽀援員はあらかじめ活動時間前後には児童館内に滞在するようにして
いる。 
毎⽉ 1 回定期的に本取組を⾏っていることで、継続して参加する親⼦と個別に関わりを

つくることができ相談⽀援員と参加者の関係が構築されている⾯がある。また、相談しても
しなくてもよい環境・雰囲気を作ることで、⼼理的ハードルを下げ、保護者の気持ちを尊重
しながら⼦育て中の悩みや困りごとのヒアリングを⾏っている。 
気になる親⼦が参加している場合は、相談⽀援員が⼦育て相談の場への参加を促して 

いる。また、継続して相談が必要と思われる親⼦は専⾨相談につなぎ、相談⽀援さらにはそ
の後のサポートに結び付けるケースもあり、児童厚⽣員と専⾨職の連携により児童館内で
気軽に相談対応が⾏える場となる可能性を⽰している。 

【⽣活習慣の形成⽀援】 

 
相談⽀援員が社会福祉⼠や保育⼠の専⾨的な⾒地から、⼦どもとの関わり⽅や発達の 

ポイント、効果的な⾔葉のかけ⽅などを伝え、良好な親⼦関係づくりにつながるように助⾔
している。 
主な相談内容として、⾔葉の発達の遅れ、⻭の⽣え⽅や離乳⾷の⾷べさせ⽅、⼈との 

関わり等があり、発達障害特性の現れや親⼦関係のコミュニケーションに気になる点など
があれば、その後の対応について児童厚⽣員と相談⽀援員で話し合い共有を図っている。 

【他事業所や社会資源との連携、協働の体制づくり】 

 
本取組はクムレと継続的な協働体制が構築されていることで、取組の定着化が図れてい

る。児童館に出張する相談⽀援員は、できるだけ同⼀の社会福祉⼠、⼜は保育⼠が継続的に
担当できるように、クムレ内で調整が⾏われていることも地域の⽀援機関との連携を 
図る上で重要な点と考えている。 
また、本取組は 10 年以上前から実施されていることから、児童館と児童家庭⽀援センタ

ーとの間でスムーズな連携のもとで継続されているが、運営上の⽅針や相談内容の情報共
有に関することは明⽂化されていなかった。取組を体系化するために作成された運営 
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マニュアルの整備により、今後、児童厚⽣員や相談⽀援員の担当者が交代しても、持続可能
性を持って本取組が継続されていくことに期待したい。 
相談内容と応対内容については、児童厚⽣員と相談⽀援員で情報共有ミーティングを⾏

い、書⾯で記録をとり、今後の対応について話し合っている。専⾨相談につながった後につ
いては、ミーティングで経過を情報共有するなど、児童館が取り組める継続的⽀援の 
可能性をひろげる連携を⾏っている。 
地域の社会資源を把握するために運営マニュアル内にエコマップを掲載している。福祉

的課題を抱える⼦育て家庭の⽀援は、その家庭のさまざまな事情や問題が多⾯的、且つ、重
層的に関わっていることもあることから、地域の要保護児童対策地域協議会、⽀援機関、⾏
政窓⼝、地域⼦育て⽀援拠点等との相関関係をエコマップで整理し、把握しておくことは早
期発⾒・早期対応につなげるための重要な視点と考えている。 

 

（５）取組に関する課題および今後の展望  
児童厚⽣員は情報共有ミーティングを通して、相談⽀援員の専⾨的な助⾔も受けながら

相談者との継続的な関わり⽅を検討していく上で、児童館が担うことのできるソーシャル
ワーク機能や福祉的アセスメントを考察し、職員の⼒量形成につながる学びと気づきの 
機会になるものと考えている。また、児童館ガイドラインでは職員体制において、今後、「社
会福祉⼠」資格を有する者の配置も考慮する点が⽰されていることから、専⾨職との連携を
通して、児童館職員としての直接的な配置の効果や役割、可能性を考察するためのきっかけ
になることを期待したい。 

市内の 6 児童館のうち、「地域の⽀援機関と連携した⼦育て相談」の取組を実施している
のは 2 館となる。そのうち、定期的な実施を定着させているのは⽔島児童館のみであり、専
⾨職である相談⽀援員の継続的な出張は、連携する⽀援機関の理解と、⼈的リソースの確保
が求められ る。本取 組 の横展開を検討す る には体制の構築 な ど 課 題 もある が、 
児童館の事業計画として検討する上で、運営マニュアルを援⽤し実施の可能性を探ること
は、新たな実践を模索するための⼀助になるものと考えている。 
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４ . 愛知県愛知郡東郷町  
 

児童館における遊びや集いの場を活⽤した⺟親等への相談・⽀援  

 

 

 

（１）児童館や⼦育て⽀援施策の概要  
東郷町は名古屋市と豊⽥市の間に位置し、住宅のまちとしての性格が強く、住宅地開発を

中⼼に⼈⼝ 4 万⼈を超える町に発展した。市街化の進展にともない、樹林地や農地といっ
た本町の特徴である緑が減少したが、いまだ市街地の周辺には良好な⽔辺と緑の⾃然環境
が残されており、快適でうるおいのあることが本町の特⾊となっている。 
将来都市像を「⼈・まち・みどり ずっと暮らしたい とうごう」と掲げ、福祉施策の充実、

⼦育て⽀援、安全・安⼼なまちづくり、交通利便性の向上、まちの魅⼒の発信などにしっか
りと取り組むことで、本町の持つポテンシャルを最⼤限に⽣かしたまちづくりを進めてい
る。 
昭和 61 年に町内で１つめの児童館として北部児童館が設置された。現在、町内の児童館

設置数は⼩型児童館 6 館である。運営形態は５館が公設公営、1 館が公設⺠営で株式会社が
指定管理者として運営している。 
町内には⻄部⼦育て⽀援センター、あやめ⼦育て⽀援センター、つどいの広場の 3 つの

地域⼦育て⽀援拠点があり、概ね 0 歳から 3 歳の⼦どもとその保護者を対象に、親同⼠の
交流や情報交換の場の提供、育児相談、育児講座、託児サービスを⾏っている。⼦育て世代
包括⽀援センター（⺟⼦健康包括⽀援センター）は 2拠点設置している。 

 
図表 3-4-1 愛知県愛知郡東郷町内児童館の概要 

設 置 数 ⼩型児童館 6 館 

開 館 時 間 
3 ⽉〜9⽉  9：30〜17：30※⼟曜⽇は 9：30〜17：00 
10 ⽉〜2 ⽉ 9：30〜17：00 
休館⽇：⽇曜⽇・祝⽇・年末年始  

 

  

愛知県愛知郡東郷町 
⼈⼝ 総数 43,733 ⼈（令和 4年 1 ⽉末） 

都市規模 町村 
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（２）東郷町における⼦育て⽀援施策の特徴的な取組について  
令和 2 年 3 ⽉に、「第 2 期東郷町⼦ども・⼦育て⽀援事業計画」が策定され、⼦育てに

関わる町⺠の実態と意向、社会情勢等の変化を踏まえつつ、これまで⾏ってきた⼦育て施策
や事業との⽅向性の確認と調整を⾏い、「放課後児童クラブと放課後⼦ども教室との⼀体的
推進」、「児童虐待防⽌対策や⼦どもの権利擁護」、「幼児教育・保育の質の向上」、「幼
児教育・保育の無償化」などの新たな課題に取り組むことが⽰されている。 

令和 3 年 3 ⽉より⼦育て情報の発信、予防接種記録、キャリアや育児相談ができる町 
公式⼦育て⽀援 LINE「とうごう⼦育て YELL」を運⽤開始し、SNS の積極的な活⽤を⾏っ
ている。 

（３）モデル的事業としての取組内容  

児童館の概要  

 
東郷町には 6つの児童館があり、北部児童館は東郷町で

⼀番初めに開館した児童館である。館内にはバドミント
ン、卓球、ボール遊びのできる遊戯室、和室の静養室、 
⼯作室がある他、隣接する⽩⿃公園で児童館活動を実施す
ることもある。 
周囲は団地が⽴ち並ぶ住宅地となっている。保育園や⼩

学校とも近い。 
近年では児童館と保育園間での⼈事異動も⾒られ、保育⼠が児童館に配置されているこ

とから、乳幼児の発達特性への理解も厚い。 
図表 3-4-2 北部児童館の概要 

児 童 館 北部児童館 

設 置 主 体 東郷町 

運 営 主 体 東郷町 

児 童 館 種 別 ⼩型児童館 

職 員 数 常勤（町正職員）2名、⾮常勤（会計年度任⽤職員）6名 

年 間 利 ⽤ 者 数 
令和元年度 21,810⼈ 
令和 2 年度 11,860⼈ 

（※新型コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館期間 
令和 2 年 4 ⽉ 1⽇〜6 ⽉ 30⽇、7 ⽉ 18⽇〜8 ⽉ 31⽇） 

実 施 児 童 館 北部児童館 

取 組 名 児童館における遊びや集いの場を活⽤した⺟親等への相談・⽀援 

北部児童館の外観 
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図表 3-4-3 モデル的事業の取組で連携している関係機関 

関係機関 連携している内容 

東郷町こども健康部⼦育て応援課児童係 児童館所管、本取組の全体調整を担当 

東郷町こども健康部⼦育て応援課家庭相談係 
家庭相談係職員と⼦ども家庭⽀援員が 
定期出張相談を担当 

東郷町こども健康部健康推進課 庁内で⼦育てに関する相談を担当 

東郷町こども健康部こども保育課 勉強会の講師を依頼 

 

取組の前提にあるもの 

 
町では発達特性のある児童の保護者への⽀援体制「東郷モデル」をつくり、特性が現れ

る幼児期から早期に⽀援を開始し、保健・福祉・教育関係者が連携し、切れ⽬のない⽀援
の体制化を図っている。 

過去、児童館で 3ヶ⽉に 1回程度、⼦ども家庭⽀援員による巡回相談を実施していた
が、コロナ禍でしばらく実施できない状況が続いていた。 

児童館運営の所管である⼦育て応援課のなかの家庭相談係には児童相談の専⾨職員（⼦
ども家庭⽀援員）が常駐している。 

児童館内における具体的な取組内容 

 
図表 3-4-4 モデル的事業の取組における児童厚⽣員の業務 

ニーズの把握 
⽇常的な遊びのプログラム等において、来館者がどのような困りごとや
悩みを抱えているかヒアリング、及び、アンケート調査を実施。 

企 画 ・ ⽴ 案 ⼦育てに関する専⾨職による相談対応を企画。 

連 絡 ・ 調 整 庁内の関係部署に専⾨職の出張依頼、スケジュール調整。 

広 報 活 動 児童館内の掲⽰による案内。 

取 組 の 実 施 
親⼦のふれあい遊び等を実施しながら参加者を観察。 
専⾨職が⾏う個別の相談対応をサポート。 

振 り 返 り 相談対応について、専⾨職と情報共有。 
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【定期出張相談】 
家庭相談係職員 2 名（うち 1 名は保健師）と、通常電話や⾯接によるこども相談を担当

している⼦ども家庭⽀援員 1名（看護師）が、相談員として児童館で幼児親⼦を対象とした
イベントを実施する⽇に、週 2〜3 回のペースで定期訪問し、幼児親⼦向けの出張相談を 
実施した。 
相談員は児童館の幼児親⼦イベントに 

⼀緒に参加し、イベント中や休憩中、イベン
トの前後でも相談しやすい体制や環境を整
えた。 

告知ポスターを館内に掲⽰し、実施⽇を周
知するとともに、毎回イベント内で相談員が
参加していることをアナウンスした。 
相談員は親⼦の悩みを傾聴し、必要に応じ

て庁内の相談窓⼝である⼦育て応援課や健
康推進課を案内した。 

 
 

  

相談員がふれあい遊びに⼀緒に参加 

遊びに参加しながらコミュニケーションをとる 児童館内に掲出した出張相談の告知 
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図表 3-3-5 相談対応記録 

分類 ⽉齢 相談概要 

⾷事 

1歳 

ご飯を噛まずに飲み込んでしまう。 
他のものが噛めているようであれば、ご飯も噛んで⾷べることができる
ようになること、噛めるものから噛むことを促すこと、⼝のなかに詰め
込み過ぎないよう⾒守りすることを伝える。 
今後も気になることが続く場合には、栄養相談も実施していることを 
伝える。 

1歳 

過⾷傾向で、⽬の前にある物を⼿掴みで勢いよく⾷べてしまう。 
詰まらせないよう⾷事は⼩さく切って出すこと、⼝のなかが空になって
から次の物を⼝に⼊れるよう⾷事中に声かけしていくこと、スプーンで
⼝に運ぶことができるようになると⼿掴みよりは改善されることがある
ので、⽉齢が進んだ時期にスプーンの練習を始めてみると良いことを 
伝える。 

2歳 

偏⾷が強い。来年度から幼稚園に⼊園するため⼼配である。 
嫌いな物を無理強いすることはせず、好きな物で栄養のバランスを考え
てもらうようにすること、幼稚園に⼊園し集団⽣活を送っていくなかで
出された物は⾷べる習慣が⾝に付いていくことも多いため、⼼配しすぎ
ないことを伝える。 

排泄 

1歳 

よく泣きぐずる。特にうんちをした際に仰向けでオムツ交換をすると 
ぐずりがひどい。 
寝た姿勢でのオムツ交換を嫌がる⼦どもはよくいること、⽴ったままで
交換が完了するのであれば、無理に寝転がらせる必要はないことを伝え
る。⽉齢的によくぐずる時期ではあるため、年齢が進めば解決していく
と思うが、ある程度⼤きくなっても癇癪が続き困るようであれば、相談
することもできることを伝える。 

4歳 

最近、おねしょをするようになった。 
⼩学⽣にあがる頃までは、夜尿があっても⼼配いらないことを伝える。
精神的なことが影響しているかもしれないこと、些細なことが原因であ
るケースも多いことを伝える。⼼配になるようであれば、かかりつけ医
や泌尿器科に相談に⾏くことを伝える。 

⾔語 

2歳 
⾔葉が出ないことが気になる。 
２歳児健診を控えているため、そこで⾔葉など発達の相談を⾏うとよい
こと、健診の機会以外にも⼼配事がある時は相談できることを伝える。 

1歳 

⾔葉が出ないことが気になる。 
⾔葉の理解が良いのと、多くはないが発語が⾒られること、現⽉齢であ
れば⼤丈夫だとは思うが、２歳を過ぎた時に、発語に⼼配がある際は、
相談できることを伝える。 
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その他 

2歳 

⼦どもに⾔葉や⼿が出てしまう。また、睡眠時間は適切か。 
⺟も⼀⼈の⼈間であるため、感情的になったり、きつい⾔い⽅をする 
ことはあって仕⽅ないことだと思うことを伝える。⾔ってはいけない 
ワードを⾔ったり、⼿を出すことはよくないため、それはしないよう話 
しつつ、⺟がこの話をできていること、罪悪感を感じられていること、 
⼦どもの表情が豊かであり⺟に⽢える姿もあることから、⺟も⼦どもも
⼤丈夫だと思うということを伝える。⺟はよく頑張っているということ
を伝え、⾏き詰まったり、悩みがあったら、いつでも連絡するよう伝え
る。睡眠時間としては適切であると思うが、朝の起床が早すぎると思う
ため、20時〜6時の睡眠に変えていくのはどうかと伝える。 

2歳 

気持ちが楽になった。睡眠時間については、前回相談後よりアドバイス
を実践した。 
⺟の表情は明るく、会話中、笑顔も⾒られる。⼦どもが⺟に⽢える姿が
あり、⺟は妊娠中であるため、お腹に気を配りつつも、⽢える⼦どもを
しっかり抱っこしてあげる様⼦があり。⾥帰りはせず、ファミリーサポ
ートを利⽤しつつ産後の⽣活を乗り切る予定との話もあったため、何か
困りごとがあれば、いつでも児童館スタッフや⼦育て応援課等に相談す
るよう伝える。 

1歳 

⾔葉が出ず、表情もない。⺟親も⼦どもが遊んでいる様⼦を⾒ている
が、声かけなど何もなく、表情も乏しい。 
⾞を⼿に取るがすぐに⼿放す。職員が型落としを渡し、遊んでみると、
様⼦を⾒ていたが、⾃分でもやってみようとする。6個の型をすべて落 
とすが無表情のまま。職員が⼀緒に繰り返し⾏い、できた時には笑顔で
拍⼿をするが、無表情で拍⼿をする。その後、何度も型落としを繰り返
すと本児も⾃分で⾏い、できると拍⼿をし、次第に笑顔も⾒られ声も出
るようになった。その後、他の⼦が遊んでいるおもちゃに興味を⽰しそ
ちらを⾒るが、その場を離れず型落としを続けていた。⾞を⼿に取った
時に⺟親が「ミニカーは 3歳以上と書いてあるから家にあるものはすべ
てしまってある」とのこと。⽗親から「3歳以上と書いてあるからまだ 
早い」と⾔われた。ミニカーは部品が⼩さく、何でも⼝に⼊れる⼩さい
⼦は危険ではあるため「3歳以上」と書いてあること、⼀緒に遊び、 
⾒守れば⼤丈夫であることを伝える。 

 
【幼児親⼦向け勉強会ニーズ調査】 
児童館を利⽤する幼児親⼦を対象に、⼦育てに関する情報提供を⽬的とした勉強会の 
ニーズについてアンケート調査を⾏う。 
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（４）取組の評価（成果）について  

【安⼼して過ごせる⼼地よい居場所の提供】 

 
コロナ禍で活動中⽌となっていた巡回相談を下地として、定期的な出張相談の体制を 

整え、期間限定（10〜12 ⽉）のなかで延べ 19回の出張を実施した。 
定期出張相談は、3名の相談員が週 2〜3回のペースで実施し、相談員が幼児親⼦イベン

トに⼀緒に参加することで、活動中に会話のなかで気軽に悩みや困りごとを打ち明けられ
る環境を作った。 

⼦ども家庭⽀援員の訪問があることで何かあれば相談できるという保護者の安⼼感に 
つながった様⼦が感じ取れた。 

【親⼦の個別のニーズ等を把握】 

 
幼児親⼦向けにアンケートを実施し、⼦育てに関して悩んでいる点や、専⾨的なスタッ

フに相談してみたい点などについて聞き取りを実施した。 
回答結果に基づき、保護者が抱えている悩みや不安から求められている情報を整理し

た。 
特に発達や⾔葉の遅れに関する情報を知りたい要望が多いことから、庁内の療育⽀援を

担当する専⾨職員に講師依頼を検討した。専⾨的な知⾒から具体的なアドバイスにつなが
るような情報を提供する。 

【保護者、家庭への助⾔・相談⽀援】 

 
悩みや相談を受けた際は、その場でアドバイスを⾏った。気になる親⼦については、 

庁内外の相談窓⼝を紹介するなど、児童館内で早期に発⾒し地域資源につなげた。 
庁内外の相談窓⼝で相談できることを紹介しても「そこまでは…」という保護者が多く気

軽に相談できる機会が求められており、その役割を児童館が担えることが考察できた。 
相談員が出向くことで、気になる親⼦の様⼦も継続して⾒守りや⽀援をすることができ

た。 
この点は、児童館の機能を踏まえたソーシャルワークを考察する上で、重要な視点と考え

ている。相談内容については当⽇中に相談員と館⻑間で共有するとともに、帰庁後に記録⽤
紙にまとめた。記録⽤紙は 3名の相談員、館⻑及び児童係職員にて共有した。 
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【他事業所や社会資源との連携、協働の体制づくり】 

 
⼦育て応援課内の「家庭相談係」と、児童館を所管する「児童係」の組織連携により、相

談員の出張スケジュールの調整や、相談対応で確認した内容の情報共有をスムーズに 
実施できた。 
聞き取りした内容を踏まえ関係機関につなぐ際にも、連絡調整について関係者間での 

連携がとりやすい体制を整備した。 
地域資源との連携という点から、勉強会の講師は⾃治体や地域関係者に依頼していく 

ことで、実務的な連携のきっかけづくりにもつながった。 

（５）取組に関する課題および今後の展望  
実施期間が限定的であったことで、家庭相談員が⽇常業務を調整しながら対応したが、 

継続的な取組や町内他児童館への横展開については、実施回数や⼈員体制の充実等による
課題があることがみてとれた。今後の展開について関係者間で協議していくことが必要と
考える。 
勉強会でのニーズ調査の結果を踏まえ、次年度以降、幼児親⼦向けに⼦育てに関する 

テーマを絞り込んだ勉強会を実施する。 
講師は庁内の 1 歳半・3 歳児健診を担当している療育⽀援に関わる職員（保育⼠、発達 

障害⽀援指導員、児童発達⽀援管理責任者、相談⽀援従事者）に依頼を予定している。 
児童館には、児童厚⽣員や保育⼠が常駐しており、⽇頃から幼児親⼦の⾒守りや相談を⾏

っているが、それに加え、⼦ども家庭⽀援員による出張相談を実施することで、関係機関と
の連携が⼀層強化され、安⼼して⼦育てができる環境を整備することができる。 
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５ . 沖縄県宮古島市  
 

児童館を拠点に中・⾼校⽣世代のコミュニティをつくる取組  

 
沖縄県宮古島市 

⼈⼝ 総数 55,424 ⼈（令和 4年 1 ⽉末） 
都市規模 ⼀般市 

（１）児童館や⼦育て⽀援施策の概要  
宮古島市は平成 17 年 10 ⽉ 1⽇付で平良市、城辺町、伊良部町、下地町、上野村の合併

により誕⽣。 
沖縄本島から南⻄に約 300km、東京から約 2000km に位置し、6 つの島（宮古島、池間

島、来間島、伊良部島、下地島、⼤神島）で構成されている。⼀年を通しても暖かく、 
亜熱帯海洋性気候に属している。 

市内の児童館設置数は⼩型児童館５館と児童センター1 館である。⼩型児童館は直営が 2
館、⼀般社団法⼈運営が 2 館、NPO法⼈運営が 1 館である。 

市内には⼦育て⽀援センター3 か所とつどいの広場 1 か所の計 4 か所の地域⼦育て⽀援
拠点があり、概ね 0 歳から就学前の⼦どもとその保護者へ、⼦育て情報の交換や相談を 
⾏うとともに、⾃由に遊べる場を提供している。 
平成 24 年 8 ⽉に児童家庭⽀援センターが開設。宮古圏域（宮古島市 多良間村）を中⼼

とした地域において、⼦どもに関するさまざまな相談対応を他機関と連携・協働しながら 
⾏っている。職員は、相談員・⼼理療法担当職員が配置され、電話・来所・訪問・メール等
で相談を受けており、定期的な通所⾯談及び⼼理療法担当職員による⾯接等も⾏っている。 

市内のひらら児童館、下地児童館ではこども⾷堂を展開している。ひらら児童館では毎⽉
1回程度、下地児童館では週 3⽇程度実施している。こども⾷堂スタッフは、児童館スタッ
フやボランティアが担っている。 
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図表 3-5-1 宮古島市内児童館の概要 

設 置 数 ⼩型児童館 5 館、児童センター1 館 

開 館 時 間 

⽉〜⾦ 午前 10時〜午後６時 
⼟曜⽇ 午前９時〜午後５時 
休館⽇： 
⽇曜⽇・祝祭⽇・慰霊の⽇・年末年始（12 ⽉ 29 ⽇〜１⽉３⽇） 

 

（２）宮古島市における⼦育て⽀援施策の特徴的な取組について  
令和 2 年に、『第 2 期 宮古島市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画』が策定され、宮古島市に

おいて、安⼼して妊娠・出産・育児を⾏い、未来を担う⼦どもたちが健やかに育つことがで
きることをねらいとしている。特に、⼦どもの居場所づくり（学習⽀援教室等）の 
充実において重点を置いており、平成 27 年度は 0 か所であったが令和 3 年度までに 
5か所、⾷事の提供や⽣活指導の場、学習⽀援の場、キャリア形成⽀援の場等を設置するこ
とを掲げている。 
妊娠期から⼦育て期にわたるまでの妊娠・出産・⼦育てに関するニーズに対して切れ⽬な

い⽀援が受けられるよう、保健・医療・福祉の関係機関と連携し、総合相談事業を提供する
ワンストップ拠点として「⼦育て世代包括⽀援センター」を設置している。 

⼦育て⽀援センターでは、近隣で⼦育ての悩みを相談したい⽅や⼦どもを同年代で遊ば
せたい⽅向けに、「出張ひろば」を実施している施設もある。 

⼦どもの安全な居場所の確保と保護者の⼦育て⽀援を⽬的として、既存児童館の活⽤を
推進するとともに、城辺地区へ児童館の設置を新たに実施しており、2022 年 4 ⽉の開館を
⽬指している。 

 

（３）モデル的事業としての取組内容  

児童館の概要  

 
ひらら市街地中⼼部に位置し各地域から各年代の⼦どもたちが幅広く利⽤している。 
児童館での各種講座や遊び等を通して世代間交流が⾏われている。隣接するひらら地域

⼦育て⽀援センター「みーや」（以下「地域⼦育て⽀援センター」と表記）からの利⽤も 

実 施 児 童 館 ひらら児童館 

取 組 名 児童館を拠点に中・⾼校⽣世代のコミュニティをつくる取組 
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多く、たくさんの⼦どもで賑わう。 
地域⼦育て⽀援センターは年齢によって 

利⽤できる曜⽇設定があるため、センターを使
える⽇は遊べる部屋が増えるという認識で⼦
どもたちは来館する。 
宮古島市が公開している「令和 2 年度版「統

計みやこじま」（第 16号）」によると、本児
童館は市の年少⼈⼝（0〜14 歳）8,419 ⼈の 
うち 6,315 ⼈（75％）がいる平良地区に位置
し、市内の全 5 地区のなかで 1 番⼦育て世代
が多い地域となる。 
本児童館には、地域⼦育て⽀援センターが併設されており、⽇常的に関係者同⼠で情報共

有や児童対応について連携を図っている。 
 

図表 3-5-2 ひらら児童館の概要 

児 童 館 ひらら児童館 

設 置 主 体 宮古島市 

運 営 主 体 ⼀般社団法⼈ 沖縄こどもみらい創造⽀援機構 

児 童 館 種 別 ⼩型児童館 

職 員 数 館⻑ 1名、常勤児童厚⽣員 2⼈、⾮常勤児童厚⽣員 2⼈ 

年間利⽤者数 

令和元年度 42,550⼈ 
令和 2 年度 14,277⼈ 

（※新型コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館期間 
令和 2 年 4 ⽉ 7⽇〜5 ⽉ 17⽇、8 ⽉ 15⽇〜9⽉ 6⽇、1 ⽉ 28⽇〜2 ⽉ 20⽇） 

 
図表 3-5-3 モデル的事業の取組で連携している関係機関 

関係機関 連携している内容 

市内中学校 
広報ポスターの掲⽰や、サード・プレイスの⽣徒への
個別の案内、不登校⽣徒の情報共有等 

市内⾼等学校 
広報ポスターの掲⽰や、サード・プレイスの⽣徒への
個別の案内等 

  

ひらら児童館の外観 
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取組の前提にあるもの 

 
宮古島市内の全児童館で中・⾼校⽣世代の利⽤者数が低い現状があり、⼩学校卒業後に

児童館に⾏くことが根付いていない地域である。市内の中・⾼校⽣世代は家庭や学校以外
で、悩みや不安が話せる居場所が少なく、保護者からは放課後や休⽇に安⼼して過ごせる
居場所を求める声が上がっている。 

⾼校に進学しない、⼜は、中退した児童は、就学した仲間との関わりが希薄化し、⼈間
関係で孤⽴していることも懸念されている。 

 

児童館内における具体的な取組内容 

 
図表 3-5-4 モデル的事業の取組における児童厚⽣員の業務 

ニーズの把握 
中・⾼校⽣世代に夜間開放のニーズについてヒアリング、及び、アンケ
ートの実施。 

企 画 ・ ⽴ 案 中⾼⽣タイムの設定による居場所づくり、軽⾷の提供を企画。 

連 絡 ・ 調 整 

夜間開放について⾃治体の所管課と協議。 
中・⾼校⽣世代との関わり⽅について、他の児童館関係者にヒアリング。 
軽⾷の提供に際して、地域関係者に⾷材提供の協⼒依頼。 
学校と不登校の来館者の様⼦について情報共有。 

広 報 活 動 
広報ポスターの制作。 
広報⽤ SNSアカウントで発信。 
市内中学校・⾼等学校に広報の協⼒依頼。 

取 組 の 実 施 
来館者と⼀緒に遊び、話し相⼿になりながら様⼦を観察。 
⾃⼰実現につながるように中・⾼校⽣世代の⾃主的な企画をサポート。 

振 り 返 り 
来館者の様⼦について情報共有、関わり⽅について、職員間でミーティ
ングを実施。 

 
【中・⾼校⽣世代の居場所「サード・プレイス」の実施】 

令和 3 年 10 ⽉ 13 ⽇〜12 ⽉ 24 ⽇の期間で、毎週⽔曜⽇と⾦曜⽇に児童館の夜間開放
（18:00〜20:00）を合計 21回実施した。対象は中・⾼校⽣世代とし、中学⽣の利⽤は 19:00
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まで、⾼校⽣の利⽤は 20：00 までと設定した。延べ 65 名の中・⾼校⽣世代の⼦どもたち
が来館。 
友⼈同⼠での遊びや職員との交流など思い思いに過ごせる場を提供し、地域関係者の 

協⼒を得て軽⾷の提供も⾏った。中学⽣は、遊戯室でボール遊びをする等活発に過ごし、 
職員に軽⾷のメニューを聞き、軽⾷⽬当てで来る⼦もいた。⾼校⽣世代の⼦どもたちは、 
隣接する放課後児童クラブの⼩学⽣の遊びを⾒守る等して過ごしていた。 

児童館の存在を認知していない中・⾼校⽣
世代にも来館のきっかけをつくるために、 
近隣の学校や公⺠館、図書館に周知⽤ポスタ
ー（以下「ポスター」と表記）掲⽰の協⼒を
依頼し、サード・プレイスの周知広報を⾏い、
回を重ねながら徐々に認知をひろげ中・⾼校
⽣世代の来館を促した。 

ポスターの他に、本児童館の公式 Twitter
アカウント、公式 LINE アカウント、公式
Instagramアカウントを活⽤し、サード・プレ
イスに関する情報を配信した。 

⾼校⽣の⾃主企画「ちいさなてづくりあきまつり」と「ちいさなてづくりクリスマス」は、
サード・プレイス利⽤時の「お祭りをしてみたい」という⼀⾔をひろい、どのようなことを
したいか聞き取って実施につなげた。「お祭りをしてみたい」という発⾔のきっかけは、 
図書室に飾っていたお祭りの写真を⾒て、職員とコミュニケーションを取ったことだった。 
 
【アンケートの実施】 
サード・プレイスを利⽤した中・⾼校⽣世代に対し、アンケート調査を実施し利⽤者 

ニーズや感想のヒアリングを図った。来館のきっかけや児童館で過ごした感想などから、 
⼼や気持ちの安⼼感が得られたかなどを検証し、児童館における中・⾼校⽣世代の居場所の
必要性について考察しながら、取組の継続性について検討した。 
アンケート内容としては、来館した⼦どもたちの学年、性別、住んでいる地域について、

サード・プレイスを知ったきっかけ、普段の児童館の利⽤状況、サード・プレイス中の過ご
し⽅や要望、サード・プレイスの継続希望、感想等⾃由記述の計 9問とした。 

  

ちいさなてづくりあきまつりの様⼦ 
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（４）取組の評価（成果）について  

【安⼼して過ごせる、⼼地よい居場所の提供】 

 
従来、児童館では中⾼⽣タイムがなかったところに、夜間開放を⾏うことで中・⾼校⽣世

代だけで過ごせる時間を設定し、ポスターにも「特別な居場所」という表現で、学校でも家
庭でもない、それぞれが思い思いに過ごせる第三の居場所であることを広報した。 

児童館の認知や来館のきっかけにつながり、回を重ねるごとに利⽤者や職員との交流も
深まり、繰り返し来館する中・⾼校⽣世代が徐々に増えていった。家で勉強スペースが 
ないので、勉強場所として使っていいですかと親が連れてくるケースもあり、中・⾼校⽣世
代の居場所として機能したと考えられる。 
仲の良い友だちとの来館がきっかけで、不登校の中学⽣がサード・プレイスに訪れるよう

になった。⾃分にとって安⼼できる場所と認識され、やがて頻繁に訪れるようになり、職員
とコミュニケーションをとる機会が増えた。 
普段は飲⾷禁⽌の児童館で軽⾷を⾷べ、通常は禁⽌されているスマートフォン等をフリ

ーWi-Fi につなぎながら使⽤し、⼩学⽣がいるときはできないような思い切りボールを 
蹴るなどの遊びができ、仲の良い友達と⾃由に過ごせる特別感を満喫していた。閉館後の施
設を「⾃分たちだけが使える」という特別感を味わっている様⼦であり、⾃分たちの特別な
場所として認識した様⼦だった。 
夜間開放の時間帯は中学⽣・⾼校⽣が過ごしやすい居場所として認識されることにより、

サード・プレイスの期間が終了した後に、「もう夜は使えなくなったんですか」と 
児童館に訪ねてくる中学⽣がいた。この出来事から、サード・プレイスが中・⾼校⽣世代の
居場所として求められていることがうかがえる。 

 

【個別のニーズ等を把握】 

 
利⽤した⾼校⽣のなかには、児童館のイベントの企画等に積極的な協⼒姿勢を⽰すよう

になったなど、主体的な⾏動変容もみられたことから、中・⾼校⽣世代の⾃⼰実現を促す
きっかけの場としても機能した。 
サード・プレイスの周知広報や、中・⾼校⽣世代との関わり⽅、軽⾷の提供⽅法などに

ついては、職員カンファレンスにて検討を重ねた。⼦どもたちの居⼼地の良さをなくして
しまわないよう、関わり⽅については職員同⼠で情報共有しながら慎重に⾏った。 

ポスターの内容については、サード・プレイスを利⽤した中・⾼校⽣世代の意⾒を取り⼊
れながら複数回の⾒直しを⾏い、取組の内容が伝わりやすいものへとブラッシュアップし
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ていった。このように意⾒を聞くことにより、中⾼⽣の役割をつくることで居場所となるこ
とをねらいとした⼀⾯もあった。 
利⽤者の様⼦について密に情報共有し、個別の関わり⽅などについて気になる点があれ

ば職員間で話し合いを⾏った。感情が動いた際にどう表現したらいいかがわからない⼦ど
もの様⼦を職員が感じ取った際は、コミュニケーションのなかで「悔しい気持ちと寂しい気
持ちのどっちの気持ちが多い？」や、「児童館に来てくれて嬉しい気持ちだよ」等と 
感情表現について助⾔をするように接した。 
サード・プレイスに対する中・⾼校⽣世代の⼦どもたちの声としては、「あと 1 時間 

ずつ⻑くしてほしい。」「週 2回ではなくて毎⽇でもやってほしい。」「（期間終了後の声）
再開してほしい。続けてほしい。」という声を受けた。 

【保護者、家庭への助⾔・相談⽀援】 

 
本取組における具体的な対応事例として、児童館への来館がきっかけで利⽤者の⽣徒複

数名が不登校になっていることを児童厚⽣員が認識したケースがあった。その後、学校と連
絡を取り合い、情報共有と⽀援の⽅向性について相談を⾏った。対応として、学校の授業 
時間帯に来館があれば本⼈たちに「学校と保護者には安全確認のために連絡をするが、児童
館で過ごしても構わない」旨を伝え、その後、来館の度に学校と保護者に連絡を⾏った。 
その後、学校に⽣徒が登校しない⽇には、学校から児童館に問い合わせが⼊り、来館時の様
⼦について情報共有し、保護者とのやり取りの⼀助につなげた。 

【⽣活習慣の形成⽀援】 

 
軽⾷の提供を開始したことで、特に男⼦中学⽣の利⽤が増加した。無料で⾷事がもらえる

という情報が⼝コミで広がり、友達同⼠での来館も増え、軽⾷の提供が来館のきっかけにな
った。 

中学⽣のなかには、⾷べこぼしの多さや後始末について気になることもあったが、注意だ
けすることで⾜が遠のいてしまうことは避けつつ、⽣活習慣の⽀援として「たくさん⾷べて
くれて嬉しいよ！⾷事の後⽚付けも⼀緒にチェックしてくれるとすごく助かる！」という
声かけを⾏った。 
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【他事業所や社会資源との連携、協働の体制づくり】 

 
周知広報について近隣の中学校の協⼒を得て、ポスター

掲⽰や先⽣への案内の機会を得た。教職員から気になる⽣
徒に対して個別にサード・プレイスを紹介してもらった。 
近隣の⾼等学校はポスターを⽣徒⼀⼈ひとりに配布し、

教職員が時々サード・プレイスの様⼦を⾒に来ることもあ
った。家庭の事情により⼗分に⾷事が摂れていないと思わ
れる⽣徒に対して、個別にサード・プレイスの情報を案内し
てもらった。 
不登校の中学⽣が来館した際には、当⼈の様⼦を学校と

情報共有し、保護者とのやり取りへの参考としていただく
等の連携を図った。⽀援を必要とする中・⾼校⽣世代の早期
発⾒につながる可能性もあることから、教育機関との連携
強化を図ることの必要性を感じた。 

お⽶やふりかけ、みそ汁、カップ麺など提供した軽⾷の⾷材は、近隣地域の関係者から 
無償で提供を受けた。また、サード・プレイスで施設前に看板を出していた際、地域の⽅か
ら何をしているのか聞かれ、説明した次の⽇に、困った⼦のためにと⾷材を持ってきてくれ
ることもあり、地域住⺠からの取組に対する理解と⽀援の輪がひろがった。 

先駆的な活動をしている東京都調布市の中⾼⽣専⽤の児童館「調布市⻘少年ステーショ
ン CAPS」や本調査研究の調査研究委員との意⾒交換機会を設け、中⾼⽣対応を⾏う児童館
としての課題について解決する機会づくりをした。意⾒交換会では、中・⾼校⽣世代の⼦ど
もたちへ接する際の⽅針や、職員が企画するイベントと⼦どもたちのやりたいことにギャ
ップが出ないための注意点等について話し合いをした。 

（５）取組に関する課題および今後の展望  
サード・プレイスの期間終了後、来館した⼦どもたちにアンケート⽤紙を配布したが、 

結果として回答が 0 だった。アンケート実施のタイミングと重なるように新型コロナウイ
ルスの影響による臨時休館となってしまったため、⼦どもたちへ回答を呼びかけることが
難しかったが、来館時のコミュニケーションのなかでサード・プレイスに対する声を拾うこ
とはできた。 
本取組は実施期間を限定しての試⾏的な実施であったが、継続的な取組としていくため

には、夜間開放時における⼈件費等の予算化など課題がある。本児童館の場合、近隣に⼤学
等がないため、ボランティアの⼤学⽣を募集することも難しく、運営体制については今後の
課題として残っている。 

サード・プレイス中の看板 
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福祉的課題を抱える⼦どもへの対応について、地域ボランティアの活⽤を検討する際、⼦
どもが抱えている課題や個⼈情報等が外部に漏れてしまうことのリスクについて具体的な
対策を講じる必要性がある。 
継続的な取組を希望する声もあることから、4 ⽉から夜間開放を再スタートしたいが、 

予算上の課題を抱えている。⺠間の市⺠活動団体助成事業への申込を検討するなど、継続実
施に向けて可能性を模索している。再スタートの際には、事前に学校や教育委員会に対し、
事業のねらいや⽬的について説明する機会を設けられるよう調整を⾏う。 

中・⾼校⽣世代の⼦どもたちに、児童館はいつ来ても良いという意識が⽣まれたため、 
ふらりと来館してくれるようになった。より開かれた児童館として認知をひろげていく。特
に中学⽣は通常来館が増え、サード・プレイス終了後の 1 ⽉ 1⽇から 3 ⽉ 3⽇まで（新型
コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館 1/11〜1/31 を含む）で延べ43名が来館している。
ニーズとしては、新型コロナウイルス感染拡⼤によって部活動が休みのため、児童館にきて
バスケをしたりバドミントンをしたりと、体を動かす場所として遊びに来るようになった。
⾼校⽣は下校時間が閉館ぎりぎりになることもあり、来館が難しくなってしまった。 
来館した中学⽣は、⾃分の住所や保護者の連絡先を覚えておらず書けない⼦もおり、 

スマートフォン等の普及により⼿紙や年賀状を出す機会が減った影響と考えられるので、
⽂化に触れる機会を児童館でつくっていきたいと考えている。 
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６ . 愛知県⼩牧市  
 

児童館外における中・⾼校⽣世代が集う居場所への  
アウトリーチ活動  

 
愛知県⼩牧市 
⼈⼝ 総数 150,909 ⼈（令和4年２⽉ 1⽇現在） 

都市規模 ⼀般市 

 

（１）児童館や⼦育て⽀援施策の概要  
⼩牧市は、昭和 30 年に市制施⾏され、名神・東名⾼速道路、中央⾃動⾞道の結節点とし

て、さらに県営名古屋空港を擁するなど恵まれた広域的交通条件を⽣かし、内陸⼯業都市と
して⾶躍的な発展をしてきた。 

市内の児童館設置数は児童センター8 館である。運営形態は「こまきこども未来館」のみ
公設公営、その他の児童館は公設⺠営で、株式会社、社会福祉法⼈が指定管理者として運営
している。こまきこども未来館は複合商業施設ラピオ内にあり⼦育て世代包括⽀援センタ
ーと併設している。 

市内には⼦育て世代包括⽀援センターであるすくすくパオーンルーム(⼦育て⽀援室）の
他、7つの児童館が地域⼦育て⽀援拠点事業を実施している。 

 
図表 3-6-1 愛知県⼩牧市児童館内概要 

設 置 数 児童センター8 館 

開 館 時 間 9：30〜17：30 
休館⽇：週⼀回（館により異なる）・年末年始（12 ⽉ 28⽇〜1 ⽉ 4⽇） 

（２）⼩牧市における⼦育て⽀援施策の特徴的な取組について  
こどもや⼦育てに関する施策を重点的、総合的に推進するため、平成 26 年度に「こども

未来部」を新設した。平成 27 年度からの「⼩牧市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画」の進捗状
況及び社会状況等の確認・検証を踏まえ、⼦ども・⼦育てを社会全体で⽀援する環境のより
⼀層の整備を⽬的として、令和 2 年度〜6 年度の 5 年間を期間とする「第 2 期⼩牧市⼦ど
も・⼦育て⽀援事業計画」を策定した。 
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本計画では、あらゆる状況に置かれている⼦どもに対し分け隔てなく、すべての⼦ども
に対し切れ⽬なく⽀援サービスが⾏き届き、成⻑を⾒守ることができる体制づくり、保護
者の⼦育てを社会全体で⽀援する環境整備をより⼀層促進していく。 
本計画に関わるすべての⼈が共有できる、わかりやすい将来の姿を『⽬指すビジョン』

として定めている。（「こども」「⼦ども」の表記は本計画の通り） 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

（３）モデル的事業としての取組内容  

児童館の概要  

 
各児童館には館庭、室内で軽い運動ができる遊戯室の他、創作活動室、図書室、⼦育て

⽀援室などがある。 
⼦育て家庭が交流し、⽀え合える場の充実を図るため、親⼦の孤⽴化を防ぎ、地域との

関わり合いのなかで不安感を緩和しながら⼦育てができるよう、⼦育て世代包括⽀援セン
ターや各児童館など、親⼦が気軽に集い、交流できる場・機会を提供している。 

⼩牧南児童館と⻄部児童館の 2 館はコミュニティセンターと併設している。 
 

  

実 施 児 童 館 ⼩牧南児童館、味岡児童館、⼩牧児童館、北⾥児童館、⻄部児童館 

取 組 名 児童館外における中・⾼校⽣世代が集う居場所へのアウトリーチ活動 

1. こどもの貧困をなくそう 
⼦どもの貧困対策を総合的、効果的に推進するため、各種取組みを横断的に 
推進します 

 
2. こどもの居場所をつくろう 

保育園や⼩学校、児童館などを活⽤して⼦どもの居場所となる活動場所をつく
り、⼦どもの育ちを⽀援していきます 

 
3. こどもの夢・未来をそだてよう 

⼦どもの夢や未来への挑戦をまち全体で⽀援していくためのあらゆる取組みの
推進に努めます 
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図表 3-6-2 ⼩牧南児童館の概要 

児 童 館 ⼩牧南児童館 

設 置 主 体 愛知県⼩牧市 

運 営 主 体 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

児 童 館 種 別 児童センター 

職 員 数 常勤 3⼈、⾮常勤 10⼈ 

年間利⽤者数 
令和元年度 89,296⼈ 
令和 2 年度 31,927⼈ 

（※新型コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館期間 令和 2 年 4 ⽉ 1⽇〜5 ⽉ 31⽇） 
 

図表 3-6-3 味岡児童館の概要 

児 童 館 味岡児童館 

設 置 主 体 愛知県⼩牧市 

運 営 主 体 ⼀般社団法⼈なないろにこり 

児 童 館 種 別 児童センター 

職 員 数 常勤 4⼈、⾮常勤 13⼈ 

年間利⽤者数 
令和元年度 70,322⼈ 
令和 2 年度 25,478⼈ 

（※新型コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館期間 令和 2 年 4 ⽉ 1⽇〜5 ⽉ 31⽇） 
 

 図表 3-6-4 ⼩牧児童館の概要 

児 童 館 ⼩牧児童館 

設 置 主 体 愛知県⼩牧市 

運 営 主 体 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

児 童 館 種 別 児童センター 

職 員 数 常勤 1名、⾮常勤 8名 

年間利⽤者数 
令和元年度 61,659 ⼈ 
令和 2 年度 26,941⼈ 

（※新型コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館期間 令和 2 年 4 ⽉ 1⽇〜5 ⽉ 31⽇） 
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図表 3-6-5 北⾥児童館の概要 

児 童 館 北⾥児童館 

設 置 主 体 愛知県⼩牧市 

運 営 主 体 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

児 童 館 種 別 児童センター 

職 員 数 常勤 2名、⾮常勤 9名 

年間利⽤者数 
令和元年度 36,614⼈ 
令和 2 年度 22,161⼈ 

（※新型コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館期間 令和 2 年 4 ⽉ 1⽇〜5 ⽉ 31⽇） 
 

 図表 3-6-6 ⻄部児童館の概要 

児 童 館 ⻄部児童館 

設 置 主 体 愛知県⼩牧市 

運 営 主 体 株式会社⼩学館集英社プロダクション 

児 童 館 種 別 児童センター 

職 員 数 常勤 2⼈、⾮常勤 8⼈ 

年間利⽤者数 
令和元年度 46,634⼈ 
令和 2 年度 21,167⼈ 

（※新型コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館期間 令和 2 年 4 ⽉ 1⽇〜5 ⽉ 31⽇） 
 

図表 3-6-7 モデル的事業の取組で連携している関係機関 

関係機関 連携している内容 

⼩牧市こども未来部多世代交流プラザ 職員へ中・⾼校⽣世代の様⼦をヒアリング 

学校法⼈尾関学園誉⾼校 「放課後児童館」実施場所の提供や周知協⼒ 

複合商業施設ラピオ 「出張児童館」実施場所の提供や周知協⼒ 

⼩牧市こまきこども未来館 「出張児童館」の周知協⼒ 
職員へ中・⾼校⽣世代の様⼦をヒアリング 

⼩牧市南部コミュニティセンター 「ナイト児童館（中⾼⽣専⽤タイム）」実施場所
の提供や周知協⼒ 

⼩牧市地区防犯パトロール 職員へ中・⾼校⽣世代の様⼦をヒアリング 

⼩牧市少年センター 職員へ中・⾼校⽣世代の様⼦をヒアリング 

⼩牧市こまき市⺠交流テラス 職員へ中・⾼校⽣世代の様⼦をヒアリング 
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取組の前提にあるもの 

 
コロナ禍以前より中・⾼校⽣世代の利⽤が減少傾向であり、児童館職員が葛藤や成⻑に 

寄り添い、話を聴く機会が減少している。 
⼀⽅、市内には中・⾼校⽣世代が集まる公的施設や商業施設などがあることから、児童館

職員がアウトリーチしていくことで新たな接点をつくり、児童館の認知による来館の促し
や、悩みや困りごとを聞き取る機会の創出につながるものと考えている。 

 

児童館内における具体的な取組内容 

 
図表 3-6-8 モデル的事業の取組における児童厚⽣員の業務 

ニーズの把握 
児童館外で中・⾼校⽣世代の動向やニーズについてヒアリング、及び、
アンケートの実施。 

企 画 ・ ⽴ 案 
アウトリーチ先で遊びのプログラムを企画。 
児童厚⽣員と中・⾼校⽣世代のコミュニケーションの機会をつくる。 

連 絡 ・ 調 整 
地域のアウトリーチ先（学校、商業施設、コミュニティセンター）を 
選定し、実施場所の提供や訪問スケジュール調整等の協⼒を依頼。 
市内児童館の児童厚⽣員が連携して、訪問スケジュールを調整。 

広 報 活 動 
広報チラシやポスターを制作。 
学校や商業施設に広報の協⼒依頼。 

取 組 の 実 施 
訪問先に来場する中・⾼校⽣世代と⼀緒に遊び、話し相⼿になりながら
様⼦を観察。 
児童館の紹介や、悩みなどを相談できる児童厚⽣員がいることを周知。 

振 り 返 り 
中・⾼校⽣世代の様⼦について情報共有、アンケート結果やヒアリング
内容を整理して、児童館への来館につながるきっかけ等について職員間
で考察。 
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【児童館外へのアウトリーチ活動】 
来館に⾄っていない中・⾼校⽣世代と接点をつくることを⽬的とした市内 3 か所での 

アウトリーチ活動を実施した。 
 

1. 私⽴誉⾼等学校における「放課後児童館」の実施（3回） 
誉⾼等学校の協⼒を得て校内の部屋を借り児童館の遊びを実施し、⽣徒とのコミュニ
ケーションを図り、気になる⽣徒がいる場合は話しを聞いたり、児童館への来館を案
内した。 

2. 複合商業施設ラピオにおける「出張児童館」の実施（2回） 
⼩牧市の中⼼部にある商業施設の⼀⾓で、児童館の遊び体験を実施した。商業施設に
訪れている中・⾼校⽣世代に声かけし、参加を促した。遊びの中でコミュニケーショ
ンを図り、困りごとや悩みがないかヒアリングを⾏った。 

3. 児童館に併設するコミュニティセンターにおける「ナイト児童館（中⾼⽣専⽤タイ
ム）」の開催（4回） 
⼩牧南児童館に併設する南部コミュニティセンターの部屋を借り、⼟⽇や夜の時間帯
に中⾼⽣専⽤タイムを開催し、参加者に児童館への来館を促した。 

 

 
【中・⾼校⽣世代の動向やニーズ調査】 
「放課後児童館」を実施した私⽴誉⾼校全⽣徒、「出張児童館」に参加者した児童の約 400

名に対し、児童館や普段の過ごし⽅に関するアンケート調査を実施した。 
さらに、地区防犯パトロール、少年センター、こまき市⺠交流テラス、こまきこども 

未来館、多世代交流プラザの職員へ中・⾼校⽣世代の様⼦についてヒアリングを実施した。 
児童館以外での過ごし⽅や⾏動の傾向を把握し、来館のきっかけにつながるポイントを

考察した。 
 
 

出張児童館の様⼦ 放課後児童館の様⼦ 
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（４）取組の評価（成果）について  

【安⼼して過ごせる⼼地よい居場所の提供】 

 
児童館を利⽤している中・⾼校⽣世代から興味のある遊びについて意⾒を聞き、アウト

リーチ先ではスポーツやアナログゲーム、占いなどを実施した。 
児童厚⽣員が遊びを通してコミュニケーションを図り、困りごとや悩みを抱えていない

かなど様⼦を観察した。 
気になる児童には、その場で話を聞くとともに、居場所や話し相⼿として児童館や児童

厚⽣員の存在を伝え、来館を促した。 
 

【親⼦の個別のニーズ等を把握】 

 
中・⾼校⽣世代の実態を調べるため対象にアンケートを実施した。 
アンケートの回答数については以下の通りである。 

 
図表 3-6-9 アンケート結果 

１．あなたの性別を教えてください  

 回答（％）回答⼈数 372＝100％ 

男 67% 

⼥ 33% 
 

  

アンケート結果 
対象：私⽴誉⾼校全⽣徒、及び「出張児童館」に参加した中・⾼校⽣世代 
有効回答数：372件 
内訳：中学 1 年⽣ 4名、中学 2 年⽣ 4名、中学 3 年⽣ 2名 
⾼校 1 年⽣ 110名、⾼校 2 年⽣ 128名、⾼校 3 年⽣：124名 
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児童館を利⽤したことがある⽅に   

２．児童館はどんな時に利⽤しますか（複数回答可）  

 回答（％）回答⼈数 28＝100％ 

勉強 32% 

遊ぶ 29% 

スポーツ(卓球など) 14% 

楽器等 11% 

ボランティア 4% 

その他 11% 
 

児童館を利⽤したことがある⽅に   

３．児童館を利⽤したい曜⽇や時間帯は？（複数回答可） 
 回答（％）回答⼈数 28＝100％ 

週末 71% 

⼣⽅〜夜 39% 

平⽇ 18% 

その他 18% 
 

児童館を利⽤しない⽅に   

４．児童館を利⽤しない理由は？（複数回答可）  

 回答（％）回答⼈数 286＝100％ 

昔は利⽤していた 36% 

存在すら知らなかった 23% 

知っていたが利⽤したことがない 6% 

忙しい 6% 

遠い（近くにない） 5% 

⼩さい⼦が多く、迷惑になる 1% 

その他 23% 
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５．何があったら、何が出来たら児童館に⾏ってみたいと思いますか？（複数回答可） 
 回答（％）回答⼈数 286＝100％ 

Wi-Fi などのネット環境 31% 

スポーツが出来る 24% 

ゲーム 19% 

お茶・お菓⼦がある 8% 

学習空間 7% 

イベント 7% 

マンガがある 7% 

スポーツ(卓球)ができる 4% 

夜遅くまで開館 3% 

楽器の練習 3% 

スポーツ（ダンス）ができる 3% 

カフェ 2% 

その他 14% 
 

６．皆さんが情報を得る主な媒体は何ですか？（複数回答可） 
 回答（％）回答⼈数 372＝100％ 

SNS（LINE・Instagram） 55% 

ネット（YouTube） 44% 

TV 17% 

友達 15% 

家族 7% 

スマートフォン 4% 

雑誌 1% 

その他 2% 
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７．今、あなたの興味のある事を教えてください（複数回答可） 
 回答（％）回答⼈数 263＝100％ 

スポーツ 20% 

ゲーム 16% 

⾳楽 13% 

アニメ 6% 

ファッション 5% 

本・⼩説 5% 

アイドル等 5% 

映画 4% 

部活 3% 

絵を描く 2% 

ネット 2% 

料理 2% 

コスメ・メイク 2% 

ダンス 1% 

その他 14% 
 

８．休⽇はどこで過ごすことが多いですか？（複数回答可） 
 回答（％）回答⼈数 191＝100％ 

家 68% 

学校（部活） 35% 

店・モール 15% 

公園 6% 

バイト 4% 

公共施設 3% 

塾 1% 

その他 10% 
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９. 休⽇は誰と過ごすことが多いですか（複数回答可） 
 回答（％）回答⼈数 191＝100％ 

友達 54% 

⼀⼈ 31% 

家族 8% 

その他 7% 
 

１０.休⽇は何をしていることが多いですか（複数回答可） 
 回答（％）回答⼈数 191＝100％ 

ゲーム・スマートフォン 43% 

寝る・休息 25% 

部活 20% 

スポーツ 10% 

ショッピング 10% 

バイト 9% 

勉強 2% 

その他 15% 
 

１１.悩みはありますか  

  回答（％）回答⼈数 278＝100％ 

ある 16% 

ない 84% 
 

１２．相談は誰にしますか（複数回答可）  

 回答（％）回答⼈数 127＝100％ 

友達 50% 

親・家族 31% 

先⽣ 9% 

信頼できる⼈ 2% 

話せる⼤⼈ 1% 

相談しない・いない 4% 

その他 3% 
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アンケート回答結果から、児童館利⽤の経験は全体の約１割程度であった。⼀⽅で昔は
利⽤していたという回答が多かった。 
何があれば利⽤するきっかけになるかとの問いに対して、「Wi-Fi」「スポーツができ

る環境」「ゲーム」が順に多い。放課後や休みの⽇に過ごす場所についての回答は「家」
が最も多く、次いで「学校・部活」「商業施設」。「相談は誰にするか」という問いにつ
いては「友⼈」が最も多く、次いで「家族」という結果であった。 
⼀部「相談しない」「（相談相⼿が）いない」という回答もあり、そのような⼈たちに

向けて、相談先のひとつとして児童館があることを認知してもらえるきっかけとなったと
考察できる。また、アンケート回答結果やアウトリーチ活動でのヒアリング結果から友⼈
と⼀緒に過ごすこと、飲⾷ができることが居場所となっていることが考察できる。 

 

【保護者、家庭への助⾔・相談⽀援】 

 
初対⾯の職員に対してプライベートな話をしてくれる中⾼⽣がいた。関係性がないこと

がかえって話しやすさにつながった可能性も考えられる。児童厚⽣員との関係性が深まれ
ば、より内⾯的な様⼦にふれることができると思われる。 

中・⾼校⽣世代の意⾒として、⾝体を動かしたり、ゲームをやりたい要望が多くあり、
そのようなことが⾏える居場所を求めている傾向にある。アナログゲームもきっかけや遊
べる環境があれば、友⼈と⾝体を動かし、コミュニケーションを取りながら遊ぶ様⼦が⾒
られた。 

スマートフォンの普及により、デジタルコンテンツを楽しむ様⼦がうかがえ、Wi-Fi環
境の有無を気にしている傾向にある。 

【他事業所や社会資源との連携、協働の体制づくり】 

 
さまざまなスポットへのアウトリーチ活動のため、市内５つの児童館の職員が連携し、

地域の特性や来館者情報を共有しながら活動した。⼀館では児童館の開館時間中に職員が
複数⼈同時に外出することは難しいが、他館と協⼒することで、まとまった⼈数の職員で
アウトリーチ活動に取り組むことができた。この連携は、⽇頃からのつながりや協⼒関係
が下地にあったことにより、取組に対する理解を得られることができた。 

⾃治体の関係機関や⾼等学校、商業施設など施設関係者に取組の趣旨を説明し、協⼒依
頼について理解を得た。 
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（５）取組に関する課題および今後の展望  
公⽴中学校・⾼等学校内での「放課後児童館」実施について教育委員会と協議したが、学

校内の体制や事情により難しいとの判断となった。懸念点は教職員の拘束時間、実施場所や
時間がないこと、本調査研究の期間が短いこと、前例がないこと、問題発⽣時の対応フロー
を明確に⽰せなかったことであった。活動の内容に否定的ではなかったものの、学校で実施
することの意義が理解されなかった。教職員のなかにある今までの児童館のイメージの払
拭も必要と感じた。 

中・⾼校⽣世代へのアンケートから児童館のイメージのなかに「⼩さい⼦の場」という意
⾒が多かった。実際に中⾼⽣が来館しても、やることがない、制限がある、と感じることは
多く、各館、中⾼⽣が利⽤しやすい環境を整えることも広報と同時に必要と感じた。 

モデル的事業の実施において、相談機関や⽀援につなげるケースはなかったものの、定期
的に活動を続けることで、児童館職員が訪問することの認知がひろがり、より多くの中・⾼
校⽣世代との接点ができていくなかで、福祉的課題を抱える中・⾼校⽣世代の早期の発⾒に
つながる可能性を感じた。児童館には課題発⾒機能があるということを今後も周知してい
きたい。 

運営主体、児童館の枠を超えて、他館と意⾒交換をしたことで、横のつながりがさらに強
固に、またひろがりを⾒せるきっかけとなった。 
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７ . 事例 愛媛県松⼭市  
 

地域の社会資源と連携した学習⽀援及び軽⾷の提供  

 
愛媛県松⼭市 
⼈⼝ 総数 506,792 ⼈（令和4年 1 ⽉末） 

都市規模 中核市 

（１）児童館や⼦育て⽀援施策の概要  
松⼭市は愛媛県のほぼ中央にある松⼭平野に位置している。県庁所在地として総合的な

都市機能を備え、平成 12 年 4 ⽉には中核市へと移⾏し、平成 17 年 1 ⽉には北条市・中島
町と合併し四国初の 50万都市となった。 
平成 7 年に市内で１つめの児童館として松⼭市中央児童センターが開設された。現在で

は、⼩型児童館５館・児童センター3 館の全 8 館が設置され、公設⺠営の運営形態で、 
社会福祉法⼈松⼭市社会福祉事業団が指定管理者として市内の全館を運営している。 

市内には県⽴の⼤型児童館「えひめこどもの城」が設置され、松⼭市を含めた愛媛県内の
児童館の指導及び連絡調整等の役割を担っている。 
地域⼦育て⽀援センターや⼦育てひろばをはじめ、市内には 31 か所の地域⼦育て⽀援 

拠点があり、⼦育てに関する相談、⼦育て世代に必要な地域情報や交流の場の提供を 
⾏っている。 
松⼭市⼦ども総合相談センター事務所（⼦ども家庭総合⽀援拠点）が市内 3 つの事務所

で、⼦育て、不登校、いじめ、虐待、問題⾏動、⾮⾏、発達等、0〜18歳の⼦どもに関する
ことや、予期していない妊娠、出産前後の養育不安等、妊娠出産に関する悩みや不安など、
さまざまな⼦育てに関する相談受付や要⽀援児童に対する⽀援を⾏っている。 
平成 30 年 8 ⽉に「すくすく・サポート（⼦育て世代包括⽀援センター）」が市内 5か所

に開設され、保健師が常駐し妊娠期から⼦育て期にわたる⼦育ての相談対応を⾏い、 
⽣活の質の改善や向上、胎児や乳幼児にとって良好な⽣育環境の維持について⽀援を⾏っ
ている。 
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図表 3-7-1 松⼭市内児童館の概要 

設 置 数 ⼩型児童館 5 館、児童センター3 館 

開 館 時 間 

中央児童センター・味⽣児童館・久⽶児童館・新⽟児童館・久枝児童館・
畑寺児童館 
【4〜9⽉】 9:00〜18:00 【10〜3 ⽉】9:00〜17:30 
南部児童センター・北条児童センター 
【通年】9:00〜21:00 
休館⽇：⽉曜⽇（祝⽇に当たる場合は、次の平⽇） 
※⼩学校の⻑期休業中（春・夏・冬休み）は年末年始（12 ⽉ 29 ⽇〜1
⽉ 3⽇）を除き毎⽇開館（新⽟児童館を除く） 

（２）松⼭市における⼦育て⽀援施策の特徴的な取組について  
令和 2 年 3 ⽉に「第 2 期松⼭市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」が策定され、地域 

⼦育て⽀援拠点について内容の充実とともに、より効果的な周知啓発に取り組みつつ、空
き家を地域資源と捉えた⼦どもの居場所づくりを検討することが⽰されている。 
新しく仕事を始めたり、仕事復帰を考えている⼦育て中のママを対象に、児童館で「⼦育

てママのお仕事相談」を実施している。愛媛県の就労⽀援施設と連携して国家資格を有した
キャリアコンサルタントが、児童館に出張して就労相談に対応するなど、仕事と⼦育ての両
⽴を⽀援する取り組みを⾏っている。 
妊娠から概ね中学⽣以上の⼦育てに関する、⾏政の相談窓⼝、⼦育て関連施設情報、 

イベント情報などを⼀体的に発信するための、⼦育て情報サイト「⼦育てをカンガ（エ）
ルーカフェ」を運⽤し、ウェブサイトを活⽤した情報提供を積極的に⾏っている。 
松⼭市⼦ども総合相談センター事務所で、『こども・⼦育て・DVらいん相談＠まつやま』

を開設（令和 3 年 11 ⽉）し、毎週⽉曜⽇・⽊曜⽇の 17時から 21時まで、SNS を活⽤した
相談受付を⾏っている。 

（３）モデル的事業としての取組内容  

児童館の概要  

 
松⼭市の東部に位置する桑原地区にあり、北は⽯⼿川に沿う市内有数の住宅地として 

実 施 児 童 館 畑寺児童館 

取 組 名 地域の社会資源と連携した学習⽀援及び軽⾷の提供 
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知られている。かつての農村地区は⾼度経済成⻑にともない、新興住宅地として発展。市内
中⼼部には⾞で 20 分前後とアクセスが良く、近隣には国⽴⼤学や附属⾼校、私⽴⼤学・短
期⼤学等があり⽂教地区となっている。 
本児童館は市内の複合施設である松⼭市畑寺福祉センターのなかにあり、敷地内には、そ

の他に公園・児童発達⽀援事業所・知的障害者就労継続⽀援事業所・ふれあい交流スペース
が備わり、ノーマライゼーションの普及・啓発を推進する松⼭市東部の福祉の拠点となって
いる。 
松⼭市が公開している「統計・国勢調査 地域・年齢別⼈⼝(令和２年 4 ⽉ 1 ⽇現在）」

によると、本児童館は市の年少⼈⼝（0〜14歳）64,927⼈のうち 3,544⼈（5.4％）が住む
桑原地区に位置し、市の中⼼街に近いエリアであることから市内の全 44地区のなかで 5番
⽬に⼦育て世代が多い地域となる。 

 
 図表 3-7-2 畑寺児童館の概要 

児 童 館 畑寺児童館 

設 置 主 体 松⼭市 

運 営 主 体 社会福祉法⼈松⼭市社会福祉事業団 

児 童 館 種 別 ⼩型児童館 

職 員 数 館⻑ 1名、常勤児童厚⽣員 4⼈ 

年間利⽤者数 
令和元年度 51,719 ⼈ 
令和 2 年度 17,926⼈ 

（※新型コロナウイルス感染拡⼤による臨時休館期間 令和 2 年 4 ⽉ 1⽇〜5 ⽉ 10⽇） 
 

図表 3-7-3 モデル的事業の取組で連携している関係機関 

関係機関 連携している内容 

松⼭市 ⼦ ど も総合相談センター 
事務所（築⼭事務所） 

センターが⽀援している家庭に対する周知広報の
協⼒ 

松⼭東雲⼥⼦⼤学 当⽇の運営協⼒に携わる⼤学⽣の調整 

松⼭市畑寺福祉センター 学習⽀援に取り組める場所の提供 

障害者多機能型事業所きらりの森 
（就労継続⽀援事業 B型事業所） 

弁当の提供 
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取組の前提にあるもの 

 
コロナ禍における臨時休校、学級閉鎖等や、保護者の共働き家庭が多いことから、児童が

⼀⼈で過ごす機会が増加傾向にある。本児童館では経済的な理由や家庭の事情により、家庭
での学習が困難、不登校による学習の遅れ、学習習慣が⼗分に⾝についていない児童に、 
学習機会を提供するための取組を試⾏しているが、実施体制について課題を抱えている点
もあり取組の継続性について検討している。 
近隣地域にある松⼭東雲⼥⼦⼤学は、地域の幼稚園や保育園、児童福祉施設等の現場との

協働事業や研究に取り組んでいることから、同⼤学の⼦ども家庭福祉を専⾨とする研究者
と連携し、スクールソーシャルワーク実習の⼀環として、⼤学に通う⽣徒を児童館の実習⽣
として受け⼊れ、ソーシャルワークに関する実地研修の場を提供している。 
⽇頃から困りごとや悩みを抱えている児童館利⽤者に対して、相談窓⼝として市内の 

松⼭市⼦ども総合相談センター事務所（築⼭事務所）（以下、「⼦ども総合相談センター」）
を案内している。⽀援を必要とする親⼦や児童の対応については、⼦ども総合相談センター
の専⾨の相談員と情報共有を⾏い、状況に応じてケース会議を実施している。 

 

児童館内における具体的な取組内容 

 
図表 3-7-4 モデル的事業の取組における児童厚⽣員の業務 

ニーズの把握 ⽇常的な遊びのプログラム等において、⼦どもや保護者が学校の学習や
宿題について、どのような困りごとや悩みを抱えているかヒアリング。 

企 画 ・ ⽴ 案 ⻑期休業期間中に宿題のサポートや休み中の過ごし⽅について助⾔した
り、弁当を提供する機会を企画。 

連 絡 ・ 調 整 地域関係者に実施場所の提供、学習をサポートする⼤学⽣の運営協⼒、
弁当提供の協⼒を依頼。 

広 報 活 動 

広報チラシを制作。 
地域の⼩学校に広報の協⼒依頼。 
地域の⽀援機関が把握している、課題を抱える家庭への個別周知を協⼒
依頼 

取 組 の 実 施 

遊びのプログラムをはさみながら、宿題の丸つけや質問を受ける時間を
設け、家庭の様⼦をヒアリング。 
参加者に弁当を提供。 
学習をサポートするために⼤学⽣が運営に参加。 

振 り 返 り 連携した関係者と運営の振り返りと、今後の展開について意⾒交換の 
ミーティングを実施 

 



 

 74 

【地域関係者と連携した学習⽀援の取組「でらじのでら⼩屋」を実施】 
近隣⼩学校では、夏休みや冬休みの宿題を家庭

で丸付けを⾏い提出することになっている。共働
き家庭などは家庭内で時間をつくることが難し
いことから、⼦どもがわからない点を親に聞けな
いなど、宿題に困難を感じている児童がいる。 

経済的な理由や家庭の事情により、学習が遅れ
がちな⼩学⽣（1〜6 年⽣）を対象に、児童館が地
域の関係者と連携して、学習⽀援、及び、軽⾷（弁
当）の提供に取り組んだ。 

実施場所は、個別的な配慮も含めて、児童館以
外の場所を検討した。その結果、本児童館が設置されている松⼭市畑寺福祉センターの協⼒
のもと、センター内のふれあい交流室を貸し切り、参加者が学習に集中できる環境を整えた。 

児童の学習⾯をサポートする役⽬は、前述の松⼭東雲⼥⼦⼤学の⼤学⽣が運営協⼒とし
て携わり、⼤学⽣が参加者の宿題の質問を受けたり、問題の丸つけを⾏いながら、⻑期休業
期間中の家庭での過ごし⽅や、宿題のやり⽅について助⾔した。 
就労継続⽀援事業 B 型事業所としてカフェダイニングを運営している障害者多機能型 

事業所きらりの森（以下、「きらりの森」）とは、以前から、児童館で実施するクッキング
プログラム等においてスタッフの運営協⼒などの連携があり、これまでの協⼒関係の中で
本取組において当⽇の弁当を⽤意してもらい参加者に提供した。 

事前の周知広報は、近隣⼩学校に案内チラシの配布協⼒を依頼したり、⼦ども総合相談セ
ンターが⽀援している家庭に、センターの相談員から案内してもらうなど、地域関係者との
連携により進められた。 

  

⼤学⽣が学習⾯をサポートしている様⼦ じゃんけんゲームの様⼦ 

学習中の様⼦ 


